
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 131 社会福祉団体活動支援事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 福祉課 課長名 深津　栄子
この事務事業の開始時期 昭和５６年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 市補助金等交付規則、市障がい福祉サービス事業所運営費補助金交付要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

みよし市社会福祉協議会を始め、社会福祉団体に補助 地域福祉の推進は、社会福祉団体の活動が不可欠であ
金を交付し、地域福祉の推進を図る。 るため、団体の活動に対し財政支援を行うことにより
 、団体の健全な運営を図るとともに団体が行う事業の
「ＳＤＧｓの取り組み：３，８,１０,１７」 活性化を図る。

社会福祉団体に補助金を交付した。
R2年度に実施した具体的な 保護司会の研修等を企画、開催した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変

令

化しているか (1)活

和

動指標（事務事業の活

 

動量を表す指標）

障が

3

い福祉サービス事業所

年

運営費補助金の対象か

度

ら、放課 名称 単位
後等

（

デイサービス事業所を

2

除いた。 ① 社会福祉団

年

体補助金申請数 件
変 

度

化
②

内 容

対象(この

実

事業の対象、範囲とな

施

る人、物) (2)対象

分

指標（対象の大きさを

）

表す指標）

社会福祉団

事

体 名称 単位
保護司 ① 社

務

会福祉団体数 団体
②

目

事

的(この事業によって

業

上記対象をどのような

目

状態にしたいのか) (

的

3)成果指標（目的の

評

達成度を示す指標）

活

価

発に社会福祉活動をし

表

てもらう。 名称 単位
知

様

識を向上してもらう。

式

① 活発に社会福祉活動

1

ができた団体数 団体
②

-

結果(上位基本事業の

1

意図) (4)結果の成

記

果指標（上位基本事業

入

の成果指標）

地域で支

日

え合うまちづくりを展

令

開してもらう 名称 単位

和

① ボランティア登録者

0

数 人
② ボランティア団

3

体数 団体

事務事業の各

年

種指標の実績と見込及

1

び目標

H31年度 R2

2

年度 R2年度 R3年度

月

R4年度 R5年度 R6

0

年度
指標 ＼ 年度 単

7

位
実績値 計画値 実績値

日

計画値 目標値 目標値 目

１

標値
(1)の ① 件 15

事

15 15 16 16 16

務

16
活動指標 ②
(2)

事

の ① 団体 15 15 15

業

16 16 16 16
対象

の

指標 ②
(3)の ① 団体

現

15 15 15 16 16

状

16 16
成果指標 ②

(

　

4)の結果の ① 人 3,

Ｐ

203 3,203 3,

Ｌ

265 3,651 3,

Ａ

703 3,719 3,

Ｎ

735
成果指標 ② 団体

及

87 87 88 92 93

び

93 94
予算費目 会計

Ｄ

01 一般会計 款 03

Ｏ

項 01 目 01

コスト 年

事

度 H31年度 R2年度

務

R2年度 R3年度 R4

事

年度 R5年度 R6年度

業

実績値 計画値 実績値 計

名

画値 目標値 目標値 目標

N

値
事業費(決算又は予

o

算額)Ａ 単位 73,8

.

54 101,665 9

1

8,473 100,0

3

01 100,404 1

1

00,184 100,

社

404

財
源
内
訳

 国庫

会

支出金 千円 0 0 0 0 0

福

0 0
 県支出金 千円 0

祉

0 0 0 0 0 0
 地方債

団

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

体

その他 千円 0 0 0 0 0

活

0 0
 一般財源 千円 7

動

3,854 101,6

支

65 98,473 10

援

0,001 100,4

事

04 100,184 1

業

00,404
人件費Ｂ

政

千円 4,850.5 4

策

,850.5 5,84

こ

3.2 4,156.6

の

4,156.6 4,1

事

56.6 4,156.

務

6
正職員従事時間×人

事

数 時間×人 487× 3

業

487× 3 440× 4

施

313× 4 313× 4

策

313× 4 313× 4

の

正職員以外の人件費 千

位

円 0 0 0 0 0 0 0
その

置

他の費用Ｃ 千円 356

基

356 252 252 2

本

52 252 252
トー

事

タルコストA+B+C

業

千円 79,060.5

主

106,871.5 1

管

04,568.2 10

課

4,409.6 104

名

,812.6 104,

課

592.6 104,8

長

12.6
単位あたりコ

名

スト ① 千円/団体 5,

こ

270.7 7,124

の

.8 6,971.2 6

事

,525.6 6,55

務

0.8 6,537 6,

事

550.8
（ﾄｰﾀﾙ

業

ｺｽﾄ/(2)の対象

の

指標）② 千円/ 0 0 0

開

0 0 0 0

1

始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

□ ない
んか？

目的に変

業

化はないため。
事業進

名

展等による環境変化 □

N

ある
に伴い、目的を見

o

直す（目
その理由

的の

.

追加・拡充又は絞込）

1

必要はありませんか？

3

■ ない

有
効
性

補助対象

1

となる団体等の範囲を

社

拡大し、より多くの福

会

祉関係者の活動を活性

福

化
今以上に事業の成果

祉

を向上
させることで、

団

市の社会福祉の向上さ

体

せる。
させる方法を記

活

入して下さ

い。 内　容

動

※(3)の成果指標を

支

向上させる

　ことはで

援

きますか？

計画通り達

事

成できている。
目的達

業

成状況 内　容

□民間へ

２

の一部委託 □民間への

評

全部委託
市関与の必要

価

性 □指定管理 □補助金

　

・負担金助成 ■市の直

Ｃ

営
内　容

　（実施手法

Ｈ

） 市からの補助金であ

Ｅ

るため。

効
率
性

類似の

Ｃ

事業がないため、統合

Ｋ

は難しい。また、補助

目

は福祉団体の活動継続

的

に直
事務事業の統廃合

妥

により、
結するため、

当

廃止も難しい。
事業の

性

効率化を図り、成果
内

こ

　容
を向上させる方法

の

を記入し

て下さい。

事

事

務内容を鑑みると、削

業

減は難しい。
現状より

の

事業費・人件費を

削減

必

する方法を記入して下

要

さい。（仕様の変更、

性

外部 内　容
委託、従事

は

時間の削減等は

できな

薄

いか？)

公
平
性

各団体

れ

とも、補助率の範囲（

て

補助限度額）内での
□

得

ある ■ 現状で適正
受益

ら

者負担はありますか？

れ

運営ができている。
ま

て

た、受益者負担割合は

い

適 ■ ない □ 検討が必要

る

内　容
正ですか？

□ 受

い

益者がいない

３
改
革
改

ま

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特

せ

になし 特になし
事業実

ん

施上の課題、住
民・議

か

会等からの意見 意　見

。

対応策
と対応策

障がい

十

福祉サービス事業所運

分

営費補 対象団体が１団

な

体増加予定。
R3年度

成

の事業計画は前 変　更

果

助金の対象から、放課

が

後等デイサー
年度から

理

変更・追加は 前年度 ・

　

ビス事業所を除いた。

由

あるか 追　加

今後の事

得

業・コスト・成果の方

ら

向性 今後の事業の方向

れ

性、改革・改善案
※今

て

年度からの具体的な事

い

業の進め方、手段の見

ま

直し等、各方向性の内

す

容

　　　　　　　　　

か

□　拡大 障がい福祉サ

？

ービス事業所に対する

得

補助金の見直しを
　　

ら

　　　　　　　□　改

れ

善 検討する。
　　　　

て

　　　　　■　現状維

い

持
　　　　　　　　　

な

□　縮小
　　　　　　

い

　　　□　統合
　　　

事

　　　　　　□　完了

業

　　　　　　　　　□

進

　廃止・休止
コストの

展

方向性
　　　　　　　

等

　　→　維持
成果の方

に

向性
　　　　　　　　

よ

　→　維持

2

る環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 131 社会福祉団体活動支援事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

補助金を交付することにより、団体活動の活発化に寄与でき
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

補助対象となる団体等の範囲を拡大し、より多くの福祉関係者

様

の活動
事業進展等によ

式

る環境変化
■ ある を活

1

性化させることで、市

-

の社会福祉の向上を図

2

る。
に伴い、対象を見

事

直す（拡
その理由

大・

務

縮小）必要はありませ



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 132 民生児童委員活動事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 福祉課 課長名 深津　栄子
この事務事業の開始時期 昭和２２年１月から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 民生委員法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

民生委員法で規定する民生児童委員協議会に対して支 地域福祉の増進を図る上で、その中心的役割を担う民
援を行う。 生委員・児童委員の活動を支援する必要がある。
 
「ＳＤＧｓの取り組み：３」

民生委員・児童委員に報償費を支給した。
R2年度に実施した具体的な 民生児童委員協議会の運営委員会、全員協議会及び３部会の運営事務、研修の企画
事業の方法、手順、指標に対す ・実施事務を行った。
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

地域社会の変化により、相談内容や職務が多

令

様化している 名称 単位

和

。 ① 民生委員・児童委

 

員の活動日数 日
変 化

3

② 民生児童委員協議会

年

回数 回
内 容

対象(こ

度

の事業の対象、範囲と

（

なる人、物) (2)対

2

象指標（対象の大きさ

年

を表す指標）

民生委員

度

・児童委員 名称 単位
①

実

民生委員・児童委員数

施

人
②

目的(この事業に

分

よって上記対象をどの

）

ような状態にしたいの

事

か) (3)成果指標（

務

目的の達成度を示す指

事

標）

地域の人からの相

業

談に専門知識を生かし

目

て対応してもらう。 名

的

称 単位
① 民生委員・児

評

童委員の相談件数 件
②

価

結果(上位基本事業の

表

意図) (4)結果の成

様

果指標（上位基本事業

式

の成果指標）

福祉に関

1

する相談に専門的な見

-

地で対応してもらう。

1

名称 単位
① 民生委員・

記

児童委員の相談件数 件

入

②

事務事業の各種指標

日

の実績と見込及び目標

令

H31年度 R2年度 R

和

2年度 R3年度 R4年

0

度 R5年度 R6年度
指

3

標 ＼ 年度 単位
実績

年

値 計画値 実績値 計画値

1

目標値 目標値 目標値
(

2

1)の ① 日 4,628

月

4,650 4,197

0

4,675 4,700

7

4,725 4,750

日

活動指標 ② 回 12 12

１

12 12 12 12 12

事

(2)の ① 人 70 70

務

70 70 70 70 70

事

対象指標 ②
(3)の ①

業

件 267 280 291

の

290 300 300 3

現

00
成果指標 ②

(4)

状

の結果の ① 件 267 2

　

80 291 290 30

Ｐ

0 300 300
成果指

Ｌ

標 ②
予算費目 会計 01

Ａ

 一般会計 款 03 項 0

Ｎ

1 目 01

コスト 年度 H

及

31年度 R2年度 R2

び

年度 R3年度 R4年度

Ｄ

R5年度 R6年度
実績

Ｏ

値 計画値 実績値 計画値

事

目標値 目標値 目標値
事

務

業費(決算又は予算額

事

)Ａ 単位 10,964

業

10,501 10,1

名

85 10,544 11

N

,580 10,628

o

11,470

財
源
内
訳

.

 国庫支出金 千円 0 0

1

0 0 0 0 0
 県支出金

3

千円 4,126 4,1

2

36 4,116 4,1

民

36 4,220 4,2

生

20 4,220
 地方

児

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

童

 その他 千円 0 0 0 0

委

0 0 0
 一般財源 千円

員

6,838 6,365

活

6,069 6,408

動

7,360 6,408

事

7,250
人件費Ｂ 千

業

円 1,660 1,66

政

0 996 1,992 1

策

,992 1,992 1

こ

,992
正職員従事時

の

間×人数 時間×人 25

事

0× 2 250× 2 30

務

0× 1 300× 2 30

事

0× 2 300× 2 30

業

0× 2
正職員以外の人

施

件費 千円 0 0 0 0 0 0

策

0
その他の費用Ｃ 千円

の

298 285 283 2

位

83 283 283 0
ト

置

ータルコストA+B+

基

C 千円 12,922 1

本

2,446 11,46

事

4 12,819 13,

業

855 12,903 1

主

3,462
単位あたり

管

コスト ① 千円/人 18

課

4.6 177.8 16

名

3.8 183.1 19

課

7.9 184.3 19

長

2.3
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

名

ﾄ/(2)の対象指標

こ

）② 千円/ 0 0 0 0 0

の

0 0

1

事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

てもらう。
事業進展等

業

による環境変化 □ ある

名

に伴い、目的を見直す

N

（目
その理由

的の追加

o

・拡充又は絞込）

必要

.

はありませんか？ ■ な

1

い

有
効
性

定例の民生児

3

童委員協議会や研修会

2

を通じ、活動の充実を

民

図る。
今以上に事業の

生

成果を向上
民生委員・

児

児童委員の存在や、民

童

生児童委員協議会の活

委

動を、市民に広く周知

員

させる方法を記入して

活

下さ
する。

い。 内　容

動

※(3)の成果指標を

事

向上させる

　ことはで

業

きますか？

計画通り。

２

目的達成状況 内　容

□

評

民間への一部委託 ■民

価

間への全部委託
市関与

　

の必要性 □指定管理 □

Ｃ

補助金・負担金助成 □

Ｈ

市の直営
内　容

　（実

Ｅ

施手法） 運営を地域福

Ｃ

祉の要である社会福祉

Ｋ

法人みよし市社会福祉

目

協議会に業務委託す
る

的

。

効
率
性

類似事業は見

妥

当たらない。
事務事業

当

の統廃合により、

事業

性

の効率化を図り、成果

こ

内　容
を向上させる方

の

法を記入し

て下さい。

事

運営を全部委託する。

業

現状より事業費・人件

の

費を

削減する方法を記

必

入して下

さい。（仕様

要

の変更、外部 内　容
委

性

託、従事時間の削減等

は

は

できないか？)

公
平

薄

性

直接的な受益者はい

れ

ない。
□ ある □ 現状で

て

適正
受益者負担はあり

得

ますか？

また、受益者

ら

負担割合は適 □ ない □

れ

検討が必要 内　容
正で

て

すか？
■ 受益者がいな

い

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

る

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

地域社会の変

い

化により、相談内容や

ま

活動内容の精査。
事業

せ

実施上の課題、住 対応

ん

が多様化している。
民

か

・議会等からの意見 意

。

　見 民生児童委員の成

十

り手が見つからな 対応

分

策
と対応策 い。

新型コ

な

ロナ感染症対策を考慮

成

し、活 新型コロナ感染

果

症対策を考慮し、活
R

が

3年度の事業計画は前

理

変　更
動の自粛をした

　

。 動を行う。
年度から

由

変更・追加は 前年度 ・

得

あるか 追　加

今後の事

ら

業・コスト・成果の方

れ

向性 今後の事業の方向

て

性、改革・改善案
※今

い

年度からの具体的な事

ま

業の進め方、手段の見

す

直し等、各方向性の内

か

容

　　　　　　　　　

？

□　拡大 現状維持
　　

得

　　　　　　　□　改

ら

善
　　　　　　　　　

れ

■　現状維持
　　　　

て

　　　　　□　縮小
　

い

　　　　　　　　□　

な

統合
　　　　　　　　

い

　□　完了
　　　　　

事

　　　　□　廃止・休

業

止
コストの方向性
　　

進

　　　　　　　→　維

展

持
成果の方向性
　　　

等

　　　　　　→　維持

に

2

よる環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 132 民生児童委員活動事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

民生委員・児童委員の活動日数や相談件数は一定数あり、市
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

民の不安解消につながっていると言える。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直す必要はない。
事業進展等

様

による環境変化
□ ある

式

に伴い、対象を見直す

1

（拡
その理由

大・縮小

-

）必要はありませ
■ な

2

い
んか？

環境の変化は

事

あるが、今後も地域の

務

人からの相談に対応し



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 4307 総合福祉フェスタ開催事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 福祉課 課長名 深津　栄子
この事務事業の開始時期 平成７年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

総合福祉フェスタ事業を開催していた。 保健、医療、福祉、生きがいの事業展示等を通じ、市
第１部　社会福祉大会 民に福祉施策の理解と周知を図る。
第２部　総合福祉フェスタ（保健フェスタ、医療フェ  
スタ、生きがいフェスタ、赤十字フェスタ） これまでの福祉フェスタは廃止とする。
第３部　ふれあいコンサート
 
 「ＳＤＧｓの取り組み：３，１０」

令和３年度以降の総合福祉フェスタについて検討した。
R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事

令

業の活動量を表す指標

和

）

対象に変化がないた

 

め現状のまま事業実施

3

。 名称 単位
① 総合フェ

年

スタ参加団体数 団体
変

度

 化
② 会議開催回数 回

（

内 容

対象(この事業

2

の対象、範囲となる人

年

、物) (2)対象指標

度

（対象の大きさを表す

実

指標）

市民 名称 単位
①

施

人口 人
②

目的(この事

分

業によって上記対象を

）

どのような状態にした

事

いのか) (3)成果指

務

標（目的の達成度を示

事

す指標）

健常者と障が

業

い者がお互いを理解し

目

てもらう。 名称 単位
保

的

険・医療・福祉・生き

評

がいの各施策を理解し

価

てもらう。 ① 施策を理

表

解できたという人数/

様

来場者数 ％
サービス等

式

を利用し健康維持・増

1

進の一助としてもらう

-

。 ②

結果(上位基本事

1

業の意図) (4)結果

記

の成果指標（上位基本

入

事業の成果指標）

障が

日

い者福祉に関する理解

令

を深めてもらう 名称 単

和

位
① 総合福祉フェスタ

0

の来場者数 人
②

事務事

3

業の各種指標の実績と

年

見込及び目標

H31年

1

度 R2年度 R2年度 R

2

3年度 R4年度 R5年

月

度 R6年度
指標 ＼ 

0

年度 単位
実績値 計画値

7

実績値 計画値 目標値 目

日

標値 目標値
(1)の ①

１

団体 50 0 0 0 0 0 0

事

活動指標 ② 回 4 4 2 0

務

0 0 0
(2)の ① 人 6

事

1,153 61,04

業

0 61,040 61,

の

236 62,100 6

現

2,360 62,62

状

0
対象指標 ②
(3)の

　

① ％ 90 90 0 0 0 0

Ｐ

0
成果指標 ②

(4)の

Ｌ

結果の ① 人 4,000

Ａ

80 0 0 0 0 0
成果指

Ｎ

標 ②
予算費目 会計 01

及

 一般会計 款 03 項 0

び

1 目 01

コスト 年度 H

Ｄ

31年度 R2年度 R2

Ｏ

年度 R3年度 R4年度

事

R5年度 R6年度
実績

務

値 計画値 実績値 計画値

事

目標値 目標値 目標値
事

業

業費(決算又は予算額

名

)Ａ 単位 2,920 3

N

66 0 3,001 0 0

o

0

財
源
内
訳

 国庫支出

.

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

4

 県支出金 千円 0 0 0

3

0 0 0 0
 地方債 千円

0

0 0 0 0 0 0 0
 その

7

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

総

 一般財源 千円 2,9

合

20 366 0 3,00

福

1 0 0 0
人件費Ｂ 千円

祉

2,324 2,324

フ

2,324 332 33

ェ

2 332 0
正職員従事

ス

時間×人数 時間×人 3

タ

50× 2 350× 2 3

開

50× 2 100× 1 1

催

00× 1 100× 1 1

事

00× 0
正職員以外の

業

人件費 千円 0 0 0 0 0

政

0 0
その他の費用Ｃ 千

策

円 285 285 283

こ

283 283 283 2

の

83
トータルコストA

事

+B+C 千円 5,52

務

9 2,975 2,60

事

7 3,616 615 6

業

15 283
単位あたり

施

コスト ① 千円/人 0.

策

1 0 0 0.1 0 0 0
（

の

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

位

)の対象指標）② 千円

置

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

基本事業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

よる環境変化
□ ある な

業

い。
に伴い、対象を見

名

直す（拡
その理由

大・

N

縮小）必要はありませ

o

■ ない
んか？

令和３年

.

度以降は総合福祉フェ

4

スタを開催しないため

3

、目的を見直さ
事業進

0

展等による環境変化 □

7

ある
ない。

に伴い、目

総

的を見直す（目
その理

合

由
的の追加・拡充又は

福

絞込）

必要はありませ

祉

んか？ ■ ない

有
効
性

総

フ

合福祉フェスタを開催

ェ

しないため、今以上の

ス

成果の向上は難しい。

タ

今以上に事業の成果を

開

向上

させる方法を記入

催

して下さ

い。 内　容
※

事

(3)の成果指標を向

業

上させる

　ことはでき

２

ますか？

当初の目的は

評

達成している。
目的達

価

成状況 内　容

□民間へ

　

の一部委託 □民間への

Ｃ

全部委託
市関与の必要

Ｈ

性 □指定管理 ■補助金

Ｅ

・負担金助成 □市の直

Ｃ

営
内　容

　（実施手法

Ｋ

） 市の関与が必要

効
率

目

性

総合福祉フェスタを

的

開催しないため、他の

妥

事務事業と統合しても

当

構わない。
事務事業の

性

統廃合により、

事業の

こ

効率化を図り、成果
内

の

　容
を向上させる方法

事

を記入し

て下さい。

総

業

合福祉フェスタを開催

の

しないため、事業費、

必

人件費は減少する。
現

要

状より事業費・人件費

性

を

削減する方法を記入

は

して下

さい。（仕様の

薄

変更、外部 内　容
委託

れ

、従事時間の削減等は

て

できないか？)

公
平
性

得

直接的な受益者はいな

ら

い。
□ ある □ 現状で適

れ

正
受益者負担はありま

て

すか？

また、受益者負

い

担割合は適 □ ない □ 検

る

討が必要 内　容
正です

い

か？
■ 受益者がいない

ま

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

せ

Ｉ
Ｏ
Ｎ

総合福祉フェス

ん

タの代わるイベント 総

か

合福祉の推進や市民意

。

識の高揚を
事業実施上

十

の課題、住 の開催 目的

分

としたイベントをそれ

な

ぞれの所
民・議会等か

成

らの意見 意　見 対応策

果

管で企画する。
と対応

が

策

総合福祉フェスタの

理

廃止 総合福祉フェスタ

　

の廃止
R3年度の事業

由

計画は前 変　更
年度か

得

ら変更・追加は 前年度

ら

・
あるか 追　加

今後の

れ

事業・コスト・成果の

て

方向性 今後の事業の方

い

向性、改革・改善案
※

ま

今年度からの具体的な

す

事業の進め方、手段の

か

見直し等、各方向性の

？

内容

　　　　　　　　

得

　□　拡大 総合福祉フ

ら

ェスタの廃止し、代替

れ

えイベントを開催す
　

て

　　　　　　　　□　

い

改善 る。
　　　　　　

な

　　　□　現状維持
　

い

　　　　　　　　□　

事

縮小
　　　　　　　　

業

　□　統合
　　　　　

進

　　　　□　完了
　　

展

　　　　　　　■　廃

等

止・休止
コストの方向

に

性
　　　　　　　　　

よ

↓　減少
成果の方向性

る

　　　　　　　　　↓

環

　減少

2

境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 4307 総合福祉フェスタ開催事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

総合福祉フェスタは、長年、同様の内容で実施されてきてお
この事業の必要性は薄れて □ 得られている

り、協力機関・団体も来場者も顔ぶれがほとんど変わらず、
いませんか。十分な成果が 理　由

また当初の目的を達成した感もあるため、昨

様

今は十分は成果
得られ

式

ていますか？ ■ 得られ

1

ていない
を得らえてい

-

ない。
令和３年度以降

2

は総合福祉フェスタを

事

開催しないため、対象

務

を見直さ
事業進展等に



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 134 生活困窮者自立支援事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 福祉課 課長名 深津栄子
この事務事業の開始時期 平成２７年４月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 生活困窮者自立支援法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

生活困窮者の把握、相談を行い、困窮状態から脱出で 生活保護世帯が年々増加してきており、これ以上増加
きるよう支援を行う。 させないよう、平成25年12月、生活困窮者自立支援法
 が成立し、平成27年４月から全ての福祉事務所設置自
「ＳＤＧｓの取り組み：1,3,4,10」 治体で生活困窮者自立相談支援事業を実施しなくては

ならなくなった。
また、コロナウイルス感染拡大の影響により生活に困
窮する方が増加し、相談は増加する見込みである。

①生活困窮者の就労その他自立に関する相談支援や対象者が抱える課題の評価・分
R2

令

年度に実施した具体的

和

な 析を行い、その結果

 

を踏まえた自立支援計

3

画の作成を行う。
事業

年

の方法、手順、指標に

度

対す ②離職者であって

（

就労能力及び就労意欲

2

のある者のうち、住宅

年

を喪失している者又
る

度

成果等 は喪失するおそ

実

れのある者に対し、家

施

賃相当の給付金を支給

分

する。

事務事業を取り

）

巻く状況は過去と比べ

事

変化しているか (1)

務

活動指標（事務事業の

事

活動量を表す指標）

一

業

時生活支援事業、子ど

目

もの学習支援事業等の

的

任意事業の 名称 単位
取

評

組が重要視され、愛知

価

県からも求められてい

表

る。 ① 相談日数 日
変 

様

化
②

内 容

対象(この

式

事業の対象、範囲とな

1

る人、物) (2)対象

-

指標（対象の大きさを

1

表す指標）

①生活困窮

記

者（現に経済的に困窮

入

し、最低限度の生活を

日

維持する 名称 単位
こと

令

ができなくなるおそれ

和

のある者） ① 相談件数

0

件
②失業者、住居を失

3

うおそれのある者 ② 住

年

居確保給付金支給者数

1

人

目的(この事業によ

2

って上記対象をどのよ

月

うな状態にしたいのか

0

) (3)成果指標（目

7

的の達成度を示す指標

日

）

①生活保護に至る前

１

の段階から早期に支援

事

を行うことにより、生

務

名称 単位
活困窮状態か

事

ら早期自立を図る。 ①

業

プラン作成件数 件
②住

の

宅及び就労機会の確保

現

に向けた支援を行う。

状

② 住居確保給付金支給

　

世帯数 世帯

結果(上位

Ｐ

基本事業の意図) (4

Ｌ

)結果の成果指標（上

Ａ

位基本事業の成果指標

Ｎ

）

市民へ生活支援をす

及

る。 名称 単位
① 解決が

び

図れた人 人
②

事務事業

Ｄ

の各種指標の実績と見

Ｏ

込及び目標

H31年度

事

R2年度 R2年度 R3

務

年度 R4年度 R5年度

事

R6年度
指標 ＼ 年

業

度 単位
実績値 計画値 実

名

績値 計画値 目標値 目標

N

値 目標値
(1)の ① 日

o

239 240 243 2

.

40 240 240 24

1

0
活動指標 ②
(2)の

3

① 件 84 100 291

4

80 80 80 80
対象

生

指標 ② 人 0 10 47 2

活

0 1 1 1
(3)の ① 件

困

17 20 17 20 20

窮

20 20
成果指標 ② 世

者

帯 0 10 47 20 1 1

自

1
(4)の結果の ① 人

立

15 20 30 20 20

支

20 20
成果指標 ②

予

援

算費目 会計 01 一般

事

会計 款 03 項 01 目 0

業

1

コスト 年度 H31年

政

度 R2年度 R2年度 R

策

3年度 R4年度 R5年

こ

度 R6年度
実績値 計画

の

値 実績値 計画値 目標値

事

目標値 目標値
事業費(

務

決算又は予算額)Ａ 単

事

位 14,791 16,

業

307 24,457 2

施

9,621 30,94

策

0 30,352 28,

の

408

財
源
内
訳

 国庫

位

支出金 千円 9,668

置

11,158 4,53

基

4 20,372 21,

本

830 20,564 1

事

8,886
 県支出金

業

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

主

地方債 千円 0 0 0 0 0

管

0 0
 その他 千円 0 0

課

0 0 0 0 0
 一般財源

名

千円 5,123 5,1

課

49 19,923 9,

長

249 9,110 9,

名

788 9,522
人件

こ

費Ｂ 千円 6,474 6

の

,474 6,474 6

事

,474 6,474 6

務

,474 0
正職員従事

事

時間×人数 時間×人 6

業

50× 3 650× 3 6

の

50× 3 650× 3 6

開

50× 3 650× 3 0

始

× 0
正職員以外の人件

時

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

期

その他の費用Ｃ 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
トータル

務

コストA+B+C 千円

区

21,265 22,7

分

81 30,931 36

法

,095 37,414

定

36,826 28,4

受

08
単位あたりコスト

託

① 千円/件 253.2

事

227.8 106.3

務

451.2 467.7

自

460.3 355.1

治

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

事

2)の対象指標）② 千

務

円/人 0 2,278.

こ

1 658.1 1,80

の

4.8 37,414 3

事

6,826 28,40

務

8

1

事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

変化 □ ある
に伴い、目

業

的を見直す（目
その理

名

由
的の追加・拡充又は

N

絞込）

必要はありませ

o

んか？ ■ ない

有
効
性

庁

.

内をはじめ、学校、事

1

業所、行政区等多方面

3

に当該事業のＰＲを行

4

うことで
今以上に事業

生

の成果を向上
、生活困

活

窮者を早期に把握する

困

。
させる方法を記入し

窮

て下さ

い。 内　容
※(

者

3)の成果指標を向上

自

させる

　ことはできま

立

すか？

目的を達成でき

支

ている。
目的達成状況

援

内　容

□民間への一部

事

委託 ■民間への全部委

業

託
市関与の必要性 □指

２

定管理 □補助金・負担

評

金助成 □市の直営
内　

価

容
　（実施手法） 委託

　

が適正。

効
率
性

事業内

Ｃ

容を鑑みると、統廃合

Ｈ

による事業の効率化又

Ｅ

は成果の向上は難しい

Ｃ

。
事務事業の統廃合に

Ｋ

より、

事業の効率化を

目

図り、成果
内　容

を向

的

上させる方法を記入し

妥

て下さい。

事務内容を

当

鑑みると、削減は難し

性

い。
現状より事業費・

こ

人件費を

削減する方法

の

を記入して下

さい。（

事

仕様の変更、外部 内　

業

容
委託、従事時間の削

の

減等は

できないか？)

必

公
平
性

困窮者相談等に

要

受益者負担はないのが

性

適正
□ ある ■ 現状で適

は

正
受益者負担はありま

薄

すか？

また、受益者負

れ

担割合は適 ■ ない □ 検

て

討が必要 内　容
正です

得

か？
□ 受益者がいない

ら

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

れ

Ｉ
Ｏ
Ｎ

ひきこもりや精

て

神疾患を患う生活困 ア

い

ウトリーチを実施し、

る

家庭状況等
事業実施上

い

の課題、住 窮者が増加

ま

傾向にあり、また家庭

せ

環 を把握した上で相談

ん

者に適した対応
民・議

か

会等からの意見 意　見

。

境が複雑な場合が増え

十

、ケース対応 対応策 を

分

行う。
と対応策 が困難

な

化している傾向にある

成

。

生活困窮者相談支援

果

を実施。 子どもの学習

が

・生活支援事業を新た

理

R3年度の事業計画は

　

前 変　更
に実施。

年度

由

から変更・追加は 前年

得

度 ・
あるか 追　加

今後

ら

の事業・コスト・成果

れ

の方向性 今後の事業の

て

方向性、改革・改善案

い

※今年度からの具体的

ま

な事業の進め方、手段

す

の見直し等、各方向性

か

の内容

　　　　　　　

？

　　■　拡大 支援業務

得

を委託業務とし、より

ら

専門的・効果的な支援

れ

　　　　　　　　　□

て

　改善 を行う体制が整

い

ったため、生活困窮者

な

の早期把握方法
　　　

い

　　　　　　□　現状

事

維持 について検討し、

業

利用者増に努める。
　

進

　　　　　　　　□　

展

縮小 生活困窮世帯等の

等

小学生・中学生等を対

に

象とした「子
　　　　

よ

　　　　　□　統合 ど

る

もの学習・生活支援事

環

業」を委託実施し、貧

境

困の連
　　　　　　　

変

　　□　完了 鎖を断ち

化

切るための事業を開始

あ

する。
　　　　　　　

る

　　□　廃止・休止
コ

に

ストの方向性
　　　　

伴

　　　　　→　維持
成

い

果の方向性
　　　　　

、

　　　　↑　増加

2

対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 134 生活困窮者自立支援事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

生活困窮者への相談支援が必要とされている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると環境変化に伴って、対象は左右されない
事業進展等による環境変化

様

□ ある
に伴い、対象を

式

見直す（拡
その理由

大

1

・縮小）必要はありま

-

せ
■ ない

んか？

生活困

2

窮者の自立支援という

事

目的に変化はないから

務

事業進展等による環境



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 153 在日外国人福祉給付金支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成6年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市在日外国人福祉給付金支給条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

日本に在留する外国人で、国民年金の給付を受けるこ みよし市在日外国人福祉給付金支給条例に基づき支給
とができないものに対して、在日外国人高齢者福祉給 を行う。
付金を支給することにより、当該外国人の福祉の増進
を図ることを目的とする。
国民年金に加入することができなかった当該外国人に
、月額10,000円を給付する。
 
【ＳＤＧｓの取組：３】

大正15年4月1日以前に生まれた在日外国人で、年金を受給していない人に、4月、8
R2年度に実施した具体的な 月、12月の3期にそれぞれの月

令

の前月までを支払う。

和

事業の方法、手順、指

 

標に対す Ｒ２年度は実

3

績なしであった。
る成

年

果等

事務事業を取り巻

度

く状況は過去と比べ変

（

化しているか (1)活

2

動指標（事務事業の活

年

動量を表す指標）

対象

度

者の高齢化 名称 単位
①

実

在日外国人福祉給付金

施

受給者 人
変 化

②
内 

分

容

対象(この事業の対

）

象、範囲となる人、物

事

) (2)対象指標（対

務

象の大きさを表す指標

事

）

大正15年4月1日

業

以前に生まれた在日外

目

国人で、年金を受給し

的

てい 名称 単位
ない人 ①

評

在日外国人福祉給付金

価

受給者 人
②

目的(この

表

事業によって上記対象

様

をどのような状態にし

式

たいのか) (3)成果

1

指標（目的の達成度を

-

示す指標）

在日外国人

1

福祉給付金を受給する

記

名称 単位
① 在日外国人

入

福祉給付金申請者 人
②

日

結果(上位基本事業の

令

意図) (4)結果の成

和

果指標（上位基本事業

0

の成果指標）

安心して

3

住み慣れた地域で生活

年

してもらう 名称 単位
①

1

在日外国人福祉給付金

2

受給者 人
②

事務事業の

月

各種指標の実績と見込

0

及び目標

H31年度 R

7

2年度 R2年度 R3年

日

度 R4年度 R5年度 R

１

6年度
指標 ＼ 年度

事

単位
実績値 計画値 実績

務

値 計画値 目標値 目標値

事

目標値
(1)の ① 人 1

業

0 1 1 1 1
活動指標 ②

の

(2)の ① 人 1 0 1 1

現

1 1
対象指標 ②
(3)

状

の ① 人 1 0 1 1 1 1
成

　

果指標 ②
(4)の結果

Ｐ

の ① 人 1 0 1 1 1 1
成

Ｌ

果指標 ②
予算費目 会計

Ａ

01 一般会計 款 03

Ｎ

項 01 目 06

コスト 年

及

度 H31年度 R2年度

び

R2年度 R3年度 R4

Ｄ

年度 R5年度 R6年度

Ｏ

実績値 計画値 実績値 計

事

画値 目標値 目標値 目標

務

値
事業費(決算又は予

事

算額)Ａ 単位 0 50 0

業

50 50 50 50

財
源

名

内
訳

 国庫支出金 千円

N

0 0 0 0 0 0 0
 県支

o

出金 千円 0 0 0 0 0 0

.

0
 地方債 千円 0 0 0

1

0 0 0 0
 その他 千円

5

0 0 0 0 0 0 0
 一般

3

財源 千円 0 50 0 50

在

50 50 50
人件費Ｂ

日

千円 0 16.6 0 16

外

.6 16.6 16.6

国

16.6
正職員従事時

人

間×人数 時間×人 0×

福

0 5× 1 0× 0 5× 1

祉

5× 1 5× 1 5× 1
正

給

職員以外の人件費 千円

付

0 0 0 0 0 0 0
その他

金

の費用Ｃ 千円 0 0 0 0

支

0 0 0
トータルコスト

給

A+B+C 千円 0 66

事

.6 0 66.6 66.

業

6 66.6 66.6
単

政

位あたりコスト ① 千円

策

/人 0 66.6 0 66

こ

.6 66.6 66.6

の

66.6
（ﾄｰﾀﾙｺ

事

ｽﾄ/(2)の対象指

務

標）② 千円/ 0 0 0 0

事

0 0 0

1

業
施策

の位置
基本事業

主管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

直す（拡
その理由

大・

業

縮小）必要はありませ

名

■ ない
んか？

国民年金

N

に加入することができ

o

なかった在日外国人に

.

対する救済措置
事業進

1

展等による環境変化 □

5

ある
なので、見直す必

3

要はない。
に伴い、目

在

的を見直す（目
その理

日

由
的の追加・拡充又は

外

絞込）

必要はありませ

国

んか？ ■ ない

有
効
性

対

人

象者がいないため、事

福

業の成果を向上させる

祉

必要性がない。
今以上

給

に事業の成果を向上

さ

付

せる方法を記入して下

金

さ

い。 内　容
※(3)

支

の成果指標を向上させ

給

る

　ことはできますか

事

？

受給要件に該当する

業

対象者がいない。
目的

２

達成状況 内　容

□民間

評

への一部委託 □民間へ

価

の全部委託
市関与の必

　

要性 □指定管理 □補助

Ｃ

金・負担金助成 ■市の

Ｈ

直営
内　容

　（実施手

Ｅ

法） 給付金

効
率
性

他の

Ｃ

事業と統合し、成果を

Ｋ

向上させることができ

目

ない。
事務事業の統廃

的

合により、

事業の効率

妥

化を図り、成果
内　容

当

を向上させる方法を記

性

入し

て下さい。

事業の

こ

性質上、事業費は削減

の

できない。
現状より事

事

業費・人件費を

削減す

業

る方法を記入して下

さ

の

い。（仕様の変更、外

必

部 内　容
委託、従事時

要

間の削減等は

できない

性

か？)

公
平
性

給付金を

は

受給するのみのため
□

薄

ある ■ 現状で適正
受益

れ

者負担はありますか？

て

また、受益者負担割合

得

は適 ■ ない □ 検討が必

ら

要 内　容
正ですか？

□

れ

受益者がいない

３
改
革

て

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

い

対象者の高齢化に伴い

る

、事業廃止の 他市町の

い

状況を注視しながら、

ま

事業
事業実施上の課題

せ

、住 時期について検討

ん

していく必要があ 廃止

か

の時期を検討する。
民

。

・議会等からの意見 意

十

　見 る。 対応策
と対応

分

策

大正15年4月1日

な

以前に生まれた在日 継

成

続して実施するため、

果

前年度と同
R3年度の

が

事業計画は前 変　更
外

理

国人で年金を受給して

　

いない人に 様・同規模

由

で実施。
年度から変更

得

・追加は 前年度 ・
給付

ら

金を支給。（実績なし

れ

）
あるか 追　加

今後の

て

事業・コスト・成果の

い

方向性 今後の事業の方

ま

向性、改革・改善案
※

す

今年度からの具体的な

か

事業の進め方、手段の

？

見直し等、各方向性の

得

内容

　　　　　　　　

ら

　□　拡大 今後も継続

れ

して給付するが、事業

て

の廃止時期について
　

い

　　　　　　　　□　

な

改善 、検討していく。

い

　　　　　　　　　■

事

　現状維持
　　　　　

業

　　　　□　縮小
　　

進

　　　　　　　□　統

展

合
　　　　　　　　　

等

□　完了
　　　　　　

に

　　　□　廃止・休止

よ

コストの方向性
　　　

る

　　　　　　→　維持

環

成果の方向性
　　　　

境

　　　　　→　維持

2

変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 153 在日外国人福祉給付金支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

受給要件に該当する対象者がいないが、国民年金に加入する
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ことができなかった在日外国人に対する救済措置のため必要
いませんか。十分な成果が 理　由

である。
得られていますか？ □ 得られて

様

いない

国民年金に加入

式

することができなかっ

1

た在日外国人に対する

-

救済措置
事業進展等に

2

よる環境変化
□ ある な

事

ので、見直す必要はな

務

い。
に伴い、対象を見



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 150 生活保護総務事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 福祉課 課長名 深津栄子
この事務事業の開始時期 平成22年1月4日 事務区分 ■法定受託事務 □自治事務
この事務事業の根拠法令 生活保護法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

生活保護は、生活困窮状態にある者が、その利用しう 生活保護に係る事務は、福祉事務所を管理しない町村
る資産、能力、その他あらゆるものを最低限度の生活 においては、その町村を統括する都道府県知事がその
に活用するとともに、民法に定められる扶養義務者の 事務を行う。
扶養及び他の法律に定める扶助によってもなお、最低 このため、平成22年１月３日までは愛知県（豊田加茂
生活が営めない場合に困窮の程度に応じた援助を行う 福祉事務所）が生活保護事務の実施機関となり、平成
。 22年１月４日以降は、みよし市福祉事務所が生活保護
この生活保護総務

令

事業は、生活保護法に

和

基く生活困窮 事務の実

 

施機関となって、生活

3

保護の決定、扶助費の

年

者等の自立支援及び給

度

付事務を行うための経

（

費等であ 給付、自立へ

2

の指導を行っている。

年

る。  
「ＳＤＧｓの取

度

り組み：1,3」
①生

実

活保護の医療扶助分に

施

ついて、嘱託医による

分

審査を行うとともに、

）

診療報報酬
R2年度に

事

実施した具体的な 明細

務

書の点検業務を行う。

事

事業の方法、手順、指

業

標に対す ②生活保護に

目

必要な調査（資産調査

的

、扶養調査など）を行

評

う。
る成果等 ③生活保

価

護に係る研修や会議に

表

出席する。

事務事業を

様

取り巻く状況は過去と

式

比べ変化しているか (

1

1)活動指標（事務事

-

業の活動量を表す指標

1

）

生活困窮者自立支援

記

制度の開始及び新型コ

入

ロナウイルス感 名称 単

日

位
染拡大の影響により

令

、生活保護の相談や申

和

請が増加する見 ① 新規

0

生活保護受給世帯数 世

3

帯
変 化

込みである。

年

② 新規社会福祉主事資

1

格取得者数 人
内 容

対

2

象(この事業の対象、

月

範囲となる人、物) (

0

2)対象指標（対象の

7

大きさを表す指標）

①

日

生活困窮者 名称 単位
②

１

職員 ① 生活保護受給者

事

数（各年３月分） 人
②

務

生活保護担当職員数（

事

査察指導員以下） 人

目

業

的(この事業によって

の

上記対象をどのような

現

状態にしたいのか) (

状

3)成果指標（目的の

　

達成度を示す指標）

①

Ｐ

経済的な生活困窮者が

Ｌ

困窮の程度に応じ、最

Ａ

低限の生活を営め 名称

Ｎ

単位
るようにする。 ①

及

生活保護受給世帯数（

び

各年３月分） 世帯
②ケ

Ｄ

ース毎に適切なケース

Ｏ

ワークができるように

事

なる。 ② 生活に困窮し

務

た人の相談件数 件

結果

事

(上位基本事業の意図

業

) (4)結果の成果指

名

標（上位基本事業の成

N

果指標）

市民へ生活支

o

援する。 名称 単位
① 生

.

活保護受給世帯数（各

1

年３月分） 世帯
②

事務

5

事業の各種指標の実績

0

と見込及び目標

H31

生

年度 R2年度 R2年度

活

R3年度 R4年度 R5

保

年度 R6年度
指標 ＼

護

 年度 単位
実績値 計画

総

値 実績値 計画値 目標値

務

目標値 目標値
(1)の

事

① 世帯 31 30 33 3

業

0 30 30 30
活動指

政

標 ② 人 1 1 1 1 1 1 1

策

(2)の ① 人 134 1

こ

35 141 136 13

の

7 138 139
対象指

事

標 ② 人 6 7 7 7 7 7 7

務

(3)の ① 世帯 118

事

119 123 120 1

業

21 122 123
成果

施

指標 ② 件 170 170

策

291 170 170 1

の

70 170
(4)の結

位

果の ① 世帯 118 11

置

9 123 120 121

基

122 123
成果指標

本

②
予算費目 会計 01 

事

一般会計 款 03 項 03

業

目 01

コスト 年度 H3

主

1年度 R2年度 R2年

管

度 R3年度 R4年度 R

課

5年度 R6年度
実績値

名

計画値 実績値 計画値 目

課

標値 目標値 目標値
事業

長

費(決算又は予算額)

名

Ａ 単位 22,646 3

こ

,667 9,014 3

の

,691 3,711 3

事

,692 3,711

財

務

源
内
訳

 国庫支出金 千

事

円 1,194 491 0

業

235 532 532 5

の

32
 県支出金 千円 7

開

8 8 8 8 8 8
 地方債

始

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

時

その他 千円 19 20 0

期

20 20 20 20
 一

事

般財源 千円 21,42

務

6 3,148 9,00

区

6 3,428 3,15

分

1 3,132 3,15

法

1
人件費Ｂ 千円 13,

定

816.2 11,83

受

1.2 11,831.

託

2 11,831.2 1

事

1,831.2 11,

務

831.2 0
正職員従

自

事時間×人数 時間×人

治

572× 5 572× 5

事

572× 5 572× 5

務

572× 5 572× 5

こ

0× 0
正職員以外の人

の

件費 千円 4,321 2

事

,336 2,336 2

務

,336 2,336 2

事

,336 0
その他の費

業

用Ｃ 千円 855 855

の

855 855 855 8

根

55 0
トータルコスト

拠

A+B+C 千円 37,

法

317.2 16,35

令

3.2 21,700.

事

2 16,377.2 1

業

6,397.2 16,

の

378.2 3,711

概

単位あたりコスト ① 千

要

円/人 278.5 12

現

1.1 153.9 12

在

0.4 119.7 11

の

8.7 26.7
（ﾄｰ

状

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

況

対象指標）② 千円/人

と

6,219.5 2,3

こ

36.2 3,100 2

の

,339.6 2,34

事

2.5 2,339.7

務

530.1

1

事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

、目的を見直す（目
そ

業

の理由
的の追加・拡充

名

又は絞込）

必要はあり

N

ませんか？ ■ ない

有
効

o

性

積極的に就労支援、

.

生活指導を行い、家計

1

収入、支出を見直し、

5

自分自身で生
今以上に

0

事業の成果を向上
活し

生

ていけるよう支援する

活

。
させる方法を記入し

保

て下さ

い。 内　容
※(

護

3)の成果指標を向上

総

させる

　ことはできま

務

すか？

達成
目的達成状

事

況 内　容

■民間への一

業

部委託 □民間への全部

２

委託
市関与の必要性 □

評

指定管理 □補助金・負

価

担金助成 □市の直営
内

　

　容
　（実施手法） 市

Ｃ

の関与は必要

効
率
性

類

Ｈ

似する事業がないため

Ｅ

統合できない。
事務事

Ｃ

業の統廃合により、

事

Ｋ

業の効率化を図り、成

目

果
内　容

を向上させる

的

方法を記入し

て下さい

妥

。

事務内容を鑑みると

当

、削減は難しい。
現状

性

より事業費・人件費を

こ

削減する方法を記入し

の

て下

さい。（仕様の変

事

更、外部 内　容
委託、

業

従事時間の削減等は

で

の

きないか？)

公
平
性

適

必

正
□ ある ■ 現状で適正

要

受益者負担はあります

性

か？

また、受益者負担

は

割合は適 ■ ない □ 検討

薄

が必要 内　容
正ですか

れ

？
□ 受益者がいない

３

て

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

得

Ｏ
Ｎ

市民生活が多様化

ら

しており、生活保 事務

れ

の進行管理と経理のチ

て

ェック体
事業実施上の

い

課題、住 護受給者もケ

る

ースごとに異なる多様

い

制を整える。
民・議会

ま

等からの意見 意　見 な

せ

相談が増加してきてい

ん

る。 対応策
と対応策 不

か

正受給を防止し、適正

。

に支出する
ようにする

十

。
今後、超高齢化社会

分

を迎え、収入の 扶養照

な

会や課税調査を実施し

成

、適正
R3年度の事業

果

計画は前 変　更
ない高

が

齢者や扶養を見込めな

理

い高齢 な保護を実施す

　

る。
年度から変更・追

由

加は 前年度 ・
者が増加

得

し、要保護者の増加が

ら

見込
あるか 追　加

まれ

れ

る。

今後の事業・コス

て

ト・成果の方向性 今後

い

の事業の方向性、改革

ま

・改善案
※今年度から

す

の具体的な事業の進め

か

方、手段の見直し等、

？

各方向性の内容

　　　

得

　　　　　　□　拡大

ら

景気や住民の動向によ

れ

るところが大きいが、

て

不要な事
　　　　　　

い

　　　□　改善 業費拡

な

大につながることのな

い

いよう適正な援助に努

事

め
　　　　　　　　　

業

■　現状維持 る必要が

進

ある。
　　　　　　　

展

　　□　縮小 生活困窮

等

者支援事業が平成27

に

年度から開始され、生

よ

活
　　　　　　　　　

る

□　統合 保護に陥る前

環

から支援していくこと

境

により、今まで支
　　

変

　　　　　　　□　完

化

了 援できなかった人た

あ

ちにも支援の輪を広げ

る

ていく。
　　　　　　

に

　　　□　廃止・休止

伴

コストの方向性
　　　

い

　　　　　　→　維持

、

成果の方向性
　　　　

対

　　　　　→　維持

2

象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 150 生活保護総務事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

最低限度の生活を保障するために必要
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

法定受託事務であり生活保護法の改正にあわせ対象は変化するため
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対

様

象を見直す（拡
その理

式

由
大・縮小）必要はあ

1

りませ
■ ない

んか？

生

-

活保護法に基づき、目

2

的が定められているか

事

ら。
事業進展等による

務

環境変化 □ ある
に伴い



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 151 生活保護扶助事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 福祉課 課長名 深津　栄子
この事務事業の開始時期 平成22年1月4日 事務区分 ■法定受託事務 □自治事務
この事務事業の根拠法令 生活保護法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

生活困窮状態にある者が、その利用し得る資産、能力 平成22年１月４日の市制施行とともに、みよし市福祉
、その他あらゆるものを最低限度の生活に活用すると 事務所を設置し、生活保護の決定、扶助費の給付、自
ともに、民法に定める扶養義務者の扶養及び他の法律 立への指導等を行っている。
に定める扶助によってもなお、最低生活が営めない場
合に困窮の程度に応じた援助を行う。
 
「ＳＤＧｓの取り組み：1,3」

(1)【生活保護】生活保護を決定した世帯に対し、国の基準に基づき、最低生活に
R2年度に実施した具体的な 必要な扶助費を毎月または随時

令

支給する。（財源内訳

和

）①国庫負担3/4 

 

②県費負担
事業の方法

3

、手順、指標に対す 1

年

/4（生活保護法第7

度

3条該当分のみ）③市

（

負担1/4（生活保護

2

法第73条該当分以外

年

）
る成果等 (2)【中

度

国残留邦人支援】永住

実

帰国した者の自立の支

施

援給付等を行う。

事務

分

事業を取り巻く状況は

）

過去と比べ変化してい

事

るか (1)活動指標（

務

事務事業の活動量を表

事

す指標）

生活困窮者自

業

立支援制度の開始及び

目

新型コロナウイルス感

的

名称 単位
染拡大の影響

評

により、生活保護の相

価

談や申請が増加する見

表

① 生活保護受給世帯数

様

（各年３月分） 世帯
変

式

 化
込みである。 ② 生

1

活保護費支給回数 月
内

-

 容

対象(この事業の

1

対象、範囲となる人、

記

物) (2)対象指標（

入

対象の大きさを表す指

日

標）

①生活困窮者 名称

令

単位
②中国残留邦人 ①

和

生活保護受給者数（各

0

年３月分） 人
② 中国残

3

留邦人支援者数（各年

年

３月分） 人

目的(この

1

事業によって上記対象

2

をどのような状態にし

月

たいのか) (3)成果

0

指標（目的の達成度を

7

示す指標）

①②経済的

日

な生活困窮者が最低限

１

の生活を営めるように

事

する。 名称 単位
① 生活

務

保護受給世帯数（各年

事

３月分） 世帯
② 中国残

業

留邦人支援世帯数（各

の

年３月分） 世帯

結果(

現

上位基本事業の意図)

状

(4)結果の成果指標

　

（上位基本事業の成果

Ｐ

指標）

市民へ生活支援

Ｌ

する。 名称 単位
① 生活

Ａ

保護受給世帯数（各年

Ｎ

３月分） 世帯
②

事務事

及

業の各種指標の実績と

び

見込及び目標

H31年

Ｄ

度 R2年度 R2年度 R

Ｏ

3年度 R4年度 R5年

事

度 R6年度
指標 ＼ 

務

年度 単位
実績値 計画値

事

実績値 計画値 目標値 目

業

標値 目標値
(1)の ①

名

世帯 118 119 12

N

3 120 121 122

o

123
活動指標 ② 月 1

.

2 12 12 12 12 1

1

2 12
(2)の ① 人 1

5

34 135 141 13

1

6 137 138 139

生

対象指標 ② 人 1 1 1 1

活

1 1 1
(3)の ① 世帯

保

118 119 123 1

護

20 121 122 12

扶

3
成果指標 ② 世帯 1 1

助

1 1 1 1 1
(4)の結

事

果の ① 世帯 134 13

業

5 141 136 137

政

138 139
成果指標

策

②
予算費目 会計 01 

こ

一般会計 款 03 項 03

の

目 02

コスト 年度 H3

事

1年度 R2年度 R2年

務

度 R3年度 R4年度 R

事

5年度 R6年度
実績値

業

計画値 実績値 計画値 目

施

標値 目標値 目標値
事業

策

費(決算又は予算額)

の

Ａ 単位 254,430

位

277,052 264

置

,333 271,94

基

0 285,384 29

本

3,854 302,5

事

78

財
源
内
訳

 国庫支

業

出金 千円 193,75

主

0 207,806 19

管

5,721 203,9

課

83 214,066 2

名

20,418 226,

課

961
 県支出金 千円

長

15,016 15,0

名

15 10,975 13

こ

,097 10,904

の

10,904 10,9

事

04
 地方債 千円 0 0

務

0 0 0 0 0
 その他 千

事

円 6,282 2,65

業

0 3,173 2,61

の

0 2,610 2,61

開

0 2,610
 一般財

始

源 千円 39,382 5

時

1,581 54,46

期

4 52,250 57,

事

804 59,922 6

務

2,103
人件費Ｂ 千

区

円 18,848 19,

分

042 19,042 1

法

9,042 19,04

定

2 19,042 0
正職

受

員従事時間×人数 時間

託

×人 1,030× 5 1

事

,030× 5 1,03

務

0× 5 1,030× 5

自

1,030× 5 1,0

治

30× 5 0× 0
正職員

事

以外の人件費 千円 1,

務

750 1,944 1,

こ

944 1,944 1,

の

944 1,944 0
そ

事

の他の費用Ｃ 千円 1,

務

629 1,629 1,

事

629 1,629 1,

業

629 1,629 0
ト

の

ータルコストA+B+

根

C 千円 274,907

拠

297,723 285

法

,004 292,61

令

1 306,055 31

事

4,525 302,5

業

78
単位あたりコスト

の

① 千円/人 2,051

概

.5 2,205.4 2

要

,021.3 2,15

現

1.6 2,234 2,

在

279.2 2,176

の

.8
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

状

/(2)の対象指標）

況

② 千円/人 274,9

と

07 297,723 2

こ

85,004 292,

の

611 306,055

事

314,525 302

務

,578

1

事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

（目
その理由

的の追加

業

・拡充又は絞込）

必要

名

はありませんか？ ■ な

N

い

有
効
性

生活保護者数

o

は、経済動向に大きく

.

左右されるが、積極的

1

に就労支援、生活指
今

5

以上に事業の成果を向

1

上
導を行い、自分自身

生

で生活していけるよう

活

支援する。
させる方法

保

を記入して下さ

い。 内

護

　容
※(3)の成果指

扶

標を向上させる

　こと

助

はできますか？

達成し

事

ている。
目的達成状況

業

内　容

□民間への一部

２

委託 □民間への全部委

評

託
市関与の必要性 □指

価

定管理 □補助金・負担

　

金助成 ■市の直営
内　

Ｃ

容
　（実施手法） 関与

Ｈ

する必要性あり。

効
率

Ｅ

性

類似する事業がない

Ｃ

ため、統合できない。

Ｋ

事務事業の統廃合によ

目

り、

事業の効率化を図

的

り、成果
内　容

を向上

妥

させる方法を記入し

て

当

下さい。

事務内容を鑑

性

みると、削減は難しい

こ

。
現状より事業費・人

の

件費を

削減する方法を

事

記入して下

さい。（仕

業

様の変更、外部 内　容

の

委託、従事時間の削減

必

等は

できないか？)

公

要

平
性

適正
□ ある ■ 現状

性

で適正
受益者負担はあ

は

りますか？

また、受益

薄

者負担割合は適 ■ ない

れ

□ 検討が必要 内　容
正

て

ですか？
□ 受益者がい

得

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

ら

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

不正受給、

れ

制度改正等、報道によ

て

り 事務の進行管理と経

い

理のチェック体
事業実

る

施上の課題、住 生活保

い

護行政に対する市民の

ま

関心が 制を整える。
民

せ

・議会等からの意見 意

ん

　見 高くなってきてお

か

り、適正な生活保 対応

。

策
と対応策 護事務の実

十

施が求められている。

分

今後、超高齢化社会を

な

迎え、収入の 扶養照会

成

や課税調査を実施し、

果

適正
R3年度の事業計

が

画は前 変　更
ない高齢

理

者や扶養を見込めない

　

高齢 な保護を実施する

由

年度から変更・追加は

得

前年度 ・
者が増加し、

ら

要保護者の増加が見込

れ

あるか 追　加
まれる。

て

今後の事業・コスト・

い

成果の方向性 今後の事

ま

業の方向性、改革・改

す

善案
※今年度からの具

か

体的な事業の進め方、

？

手段の見直し等、各方

得

向性の内容

　　　　　

ら

　　　　□　拡大 生活

れ

保護受給者数は、景気

て

や住民の動向によると

い

ころ
　　　　　　　　

な

　□　改善 が大きいが

い

、不要な事業費拡大に

事

つながることのない
　

業

　　　　　　　　■　

進

現状維持 よう適正な援

展

助に努める必要がある

等

。
　　　　　　　　　

に

□　縮小
　　　　　　

よ

　　　□　統合
　　　

る

　　　　　　□　完了

環

　　　　　　　　　□

境

　廃止・休止
コストの

変

方向性
　　　　　　　

化

　　→　維持
成果の方

あ

向性
　　　　　　　　

る

　→　維持

2

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 151 生活保護扶助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

得られている
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

法定受託事務であり、生活保護法の改正等に合わせ、対象は変化する
事業進展等による環境変化

□ ある ため。
に伴い、対象を見直す（拡

様

その理由
大・縮小）必

式

要はありませ
■ ない

ん

1

か？

生活保護法に基づ

-

き、目的が定められて

2

いるため。
事業進展等

事

による環境変化 □ ある

務

に伴い、目的を見直す



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 152 災害見舞金等支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 福祉課 課長名 深津　栄子
この事務事業の開始時期 昭和48年７月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市災害見舞金等支給条例・規則

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

災害により被害を受けた市民に対し、見舞金及び弔慰 見舞金・弔慰金の支給により被災者を支援する。
金を支給する。 平成24年度　全焼（1件）、床上浸水（1件）
災害見舞金 １件　60,000円（家屋の全焼・全壊） 平成25年度  全焼（1件）
　　　　　 １件　150,000円(死亡又は死亡と推定） 平成26年度  全焼（1件）
災害弔慰金  １人  5,000,000円　（生計維持主） 平成27年度  半焼（1件）
            １人  2,500,000円　（その他） 平成28年度　実績な

令

し
 平成29年度　実

和

績なし
「ＳＤＧｓの取

 

り組み：３，１１」 平

3

成30年度　全焼（1

年

件）
令和元年度　実績

度

なし
令和２年度　全焼

（

（1件）、火災による

2

水損（1件）
災害によ

年

り被害を受けた市民に

度

対し、見舞金及び弔慰

実

金を支給する。
R2年

施

度に実施した具体的な

分

（手順）災害発生→防

）

災安全課が福祉課へ連

事

絡→福祉課現地確認→

務

被災届→尾三消
事業の

事

方法、手順、指標に対

業

す 防へ被害状況の確認

目

依頼→回答→見舞金支

的

給
る成果等

事務事業を

評

取り巻く状況は過去と

価

比べ変化しているか (

表

1)活動指標（事務事

様

業の活動量を表す指標

式

）

対象の市民に変化が

1

ないため継続して実施

-

名称 単位
① 災害見舞金

1

及び弔慰金支給件数 件

記

変 化
② 災害見舞金及

入

び弔慰金支給金額 千円

日

内 容

対象(この事業

令

の対象、範囲となる人

和

、物) (2)対象指標

0

（対象の大きさを表す

3

指標）

①市民 名称 単位

年

① 人口 人
②

目的(この

1

事業によって上記対象

2

をどのような状態にし

月

たいのか) (3)成果

0

指標（目的の達成度を

7

示す指標）

①被害を受

日

けた市民に対し、見舞

１

金又は弔慰金を支給し

事

て、被災 名称 単位
者を

務

救慰する。 ① 災害見舞

事

金支給件数/発生件数

業

％
②

結果(上位基本事

の

業の意図) (4)結果

現

の成果指標（上位基本

状

事業の成果指標）

①市

　

民へ生活支援する。 名

Ｐ

称 単位
① 生活保護受給

Ｌ

世帯数 世帯
②

事務事業

Ａ

の各種指標の実績と見

Ｎ

込及び目標

H31年度

及

R2年度 R2年度 R3

び

年度 R4年度 R5年度

Ｄ

R6年度
指標 ＼ 年

Ｏ

度 単位
実績値 計画値 実

事

績値 計画値 目標値 目標

務

値 目標値
(1)の ① 件

事

0 1 2 1 1 1 1
活動指

業

標 ② 千円 0 60 70 6

名

0 60 60 60
(2)

N

の ① 人 61,153 6

o

1,040 61,04

.

0 61,236 62,

1

100 62,360 6

5

2,620
対象指標 ②

2

(3)の ① ％ 0 100

災

100 100 100 1

害

00 100
成果指標 ②

見

(4)の結果の ① 世帯

舞

118 119 123 1

金

20 121 122 12

等

3
成果指標 ②

予算費目

支

会計 01 一般会計 款

給

03 項 05 目 01

コス

事

ト 年度 H31年度 R2

業

年度 R2年度 R3年度

政

R4年度 R5年度 R6

策

年度
実績値 計画値 実績

こ

値 計画値 目標値 目標値

の

目標値
事業費(決算又

事

は予算額)Ａ 単位 0 2

務

70 70 270 270

事

270 270

財
源
内
訳

業

 国庫支出金 千円 0 0

施

0 0 0 0 0
 県支出金

策

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

の

地方債 千円 0 0 0 0 0

位

0 0
 その他 千円 0 0

置

0 0 0 0 0
 一般財源

基

千円 0 270 70 27

本

0 270 270 270

事

人件費Ｂ 千円 83 83

業

83 83 83 83 0
正

主

職員従事時間×人数 時

管

間×人 25× 1 25×

課

1 25× 1 25× 1 2

名

5× 1 25× 1 25×

課

0
正職員以外の人件費

長

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

名

の他の費用Ｃ 千円 0 0

こ

0 0 0 0 0
トータルコ

の

ストA+B+C 千円 8

事

3 353 153 353

務

353 353 270
単

事

位あたりコスト ① 千円

業

/人 0 0 0 0 0 0 0
（

の

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

開

)の対象指標）② 千円

始

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

由
的の追加・拡充又は

業

絞込）

必要はありませ

名

んか？ □ ない

有
効
性

で

N

きない。
今以上に事業

o

の成果を向上

させる方

.

法を記入して下さ

い。

1

内　容
※(3)の成果

5

指標を向上させる

　こ

2

とはできますか？

達成

災

している。
目的達成状

害

況 内　容

□民間への一

見

部委託 □民間への全部

舞

委託
市関与の必要性 □

金

指定管理 □補助金・負

等

担金助成 ■市の直営
内

支

　容
　（実施手法） 委

給

託等他の手法にはそぐ

事

わない。

効
率
性

類似事

業

業が無く統廃合による

２

成果の向上はできない

評

。
事務事業の統廃合に

価

より、

事業の効率化を

　

図り、成果
内　容

を向

Ｃ

上させる方法を記入し

Ｈ

て下さい。

事業費人件

Ｅ

費の削減はできない。

Ｃ

現状より事業費・人件

Ｋ

費を

削減する方法を記

目

入して下

さい。（仕様

的

の変更、外部 内　容
委

妥

託、従事時間の削減等

当

は

できないか？)

公
平

性

性

直接的な受益者はい

こ

ない。
□ ある □ 現状で

の

適正
受益者負担はあり

事

ますか？

また、受益者

業

負担割合は適 □ ない □

の

検討が必要 内　容
正で

必

すか？
■ 受益者がいな

要

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

性

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特になし 特に

は

なし。
事業実施上の課

薄

題、住
民・議会等から

れ

の意見 意　見 対応策
と

て

対応策

家屋の全焼・全

得

壊　2件　120千円

ら

継続して実施するため

れ

、前年度と同
R3年度

て

の事業計画は前 変　更

い

死亡又は死亡と推定　

る

1件　150千円 様・

い

同規模で実施。
年度か

ま

ら変更・追加は 前年度

せ

・
あるか 追　加

今後の

ん

事業・コスト・成果の

か

方向性 今後の事業の方

。

向性、改革・改善案
※

十

今年度からの具体的な

分

事業の進め方、手段の

な

見直し等、各方向性の

成

内容

　　　　　　　　

果

　□　拡大 現状維持
　

が

　　　　　　　　□　

理

改善
　　　　　　　　

　

　■　現状維持
　　　

由

　　　　　　□　縮小

得

　　　　　　　　　□

ら

　統合
　　　　　　　

れ

　　□　完了
　　　　

て

　　　　　□　廃止・

い

休止
コストの方向性
　

ま

　　　　　　　　→　

す

維持
成果の方向性
　　

か

　　　　　　　→　維

？

持

2

得られていない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 152 災害見舞金等支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

得られている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

全市民に対し、公平に恩恵を受ける必要があるため、対象の見直しは
事業進展等による環境変化

□ ある 必要ない。
に伴い、対

様

象を見直す（拡
その理

式

由
大・縮小）必要はあ

1

りませ
■ ない

んか？

目

-

的に変化はないため。

2

事業進展等による環境

事

変化 ■ ある
に伴い、目

務

的を見直す（目
その理



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 4031 在宅医療連携システム整備事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成29年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 医療介護確保法、介護保険法第115条の45第2項4

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市民が安心して生活できるようにするため、在宅医療 医療介護確保法により県に設置された医療介護確保基
と介護等の連携促進を目的として、ICTを活用した連 金による補助事業として、愛知県医療介護確保計画に
携システムを導入し、地域で活動する専門職のタイム おいて県内全市町村で二次医療圏ごとに、平成29年度
リーな情報共有を助ける。 末までに取組むこととされた。
【ＳＤＧｓの取組３、11】 平成29年5月に二次医療圏を構成する豊田市と豊田加

茂医師会他関係団体で構成

令

する協議会を設置し、

和

協議
会が運用すること

 

となった。

在宅医療に

3

携わる専門職が登録す

年

ることで、在宅医療の

度

必要な市民の情報を共

（

有す
R2年度に実施し

2

た具体的な ることがで

年

き、より良い支援に繋

度

げていくために、ＩＣ

実

Ｔを活用した「豊田み

施

よし
事業の方法、手順

分

、指標に対す ケアネッ

）

ト」システムを運用し

事

ている。
る成果等

事務

務

事業を取り巻く状況は

事

過去と比べ変化してい

業

るか (1)活動指標（

目

事務事業の活動量を表

的

す指標）

変化なし 名称

評

単位
① 登録施設数 件

変

価

 化
② 登録支援者数 人

表

内 容

対象(この事業

様

の対象、範囲となる人

式

、物) (2)対象指標

1

（対象の大きさを表す

-

指標）

在宅医療が必要

1

な高齢者 名称 単位
① 要

記

介護３，４，５認定者

入

人
②

目的(この事業に

日

よって上記対象をどの

令

ような状態にしたいの

和

か) (3)成果指標（

0

目的の達成度を示す指

3

標）

在宅医療が必要な

年

人が適切な支援を受け

1

ることができる。 名称

2

単位
① 登録患者数 人
②

月

結果(上位基本事業の

0

意図) (4)結果の成

7

果指標（上位基本事業

日

の成果指標）

安心して

１

住み慣れた地域で生活

事

してもらう 名称 単位
①

務

登録職種数 人
②

事務事

事

業の各種指標の実績と

業

見込及び目標

H31年

の

度 R2年度 R2年度 R

現

3年度 R4年度 R5年

状

度 R6年度
指標 ＼ 

　

年度 単位
実績値 計画値

Ｐ

実績値 計画値 目標値 目

Ｌ

標値 目標値
(1)の ①

Ａ

件 42 45 42 45 4

Ｎ

5 45 50
活動指標 ②

及

人 95 100 119 1

び

00 100 100 12

Ｄ

0
(2)の ① 人 477

Ｏ

493 502 532 5

事

76 624 705
対象

務

指標 ②
(3)の ① 人 2

事

5 30 30 40 50 6

業

0 70
成果指標 ②

(4

名

)の結果の ① 人 18 1

N

8 21 18 18 18 2

o

5
成果指標 ②

予算費目

.

会計 01 一般会計 款

4

03 項 01 目 06

コス

0

ト 年度 H31年度 R2

3

年度 R2年度 R3年度

1

R4年度 R5年度 R6

在

年度
実績値 計画値 実績

宅

値 計画値 目標値 目標値

医

目標値
事業費(決算又

療

は予算額)Ａ 単位 2,

連

749 2,788 2,

携

767 2,788 2,

シ

788 2,788 2,

ス

788

財
源
内
訳

 国庫

テ

支出金 千円 0 0 0 0 0

ム

0 0
 県支出金 千円 0

整

0 0 0 0 0 0
 地方債

備

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

事

その他 千円 0 0 0 0 0

業

0 0
 一般財源 千円 2

政

,749 2,788 2

策

,767 2,788 2

こ

,788 2,788 2

の

,788
人件費Ｂ 千円

事

1,155.4 1,1

務

55.4 1,155.

事

4 1,155.4 1,

業

155.4 1,155

施

.4 1,155.4
正

策

職員従事時間×人数 時

の

間×人 116× 3 11

位

6× 3 87× 4 87×

置

4 87× 4 87× 4 8

基

7× 4
正職員以外の人

本

件費 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
その他の費用Ｃ 千円

業

220 146 0 0 0 0

主

0
トータルコストA+

管

B+C 千円 4,124

課

.4 4,089.4 3

名

,922.4 3,94

課

3.4 3,943.4

長

3,943.4 3,9

名

43.4
単位あたりコ

こ

スト ① 千円/人 8.6

の

8.3 7.8 7.4 6

事

.8 6.3 5.6
（ﾄ

務

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

事

の対象指標）② 千円/

業

0 0 0 0 0 0 0

1

の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

在宅医療が必要な人が

業

適切な支援を受けれら

名

ること
事業進展等によ

N

る環境変化 □ ある
を目

o

的としており見直す必

.

要はない。
に伴い、目

4

的を見直す（目
その理

0

由
的の追加・拡充又は

3

絞込）

必要はありませ

1

んか？ ■ ない

有
効
性

地

在

域包括ケアシステム構

宅

築に資する認知症初期

医

集中支援事業等の施策

療

において
今以上に事業

連

の成果を向上
も活用す

携

る。
させる方法を記入

シ

して下さ

い。 内　容
※

ス

(3)の成果指標を向

テ

上させる

　ことはでき

ム

ますか？

活動指標とな

整

る登録施設数及び登録

備

支援者数の増加に伴い

事

、登録患者数も増加
目

業

的達成状況 内　容 して

２

いる。

□民間への一部

評

委託 □民間への全部委

価

託
市関与の必要性 □指

　

定管理 ■補助金・負担

Ｃ

金助成 □市の直営
内　

Ｈ

容
　（実施手法） 二次

Ｅ

医療圏単位でシステム

Ｃ

を共通ルールで運用す

Ｋ

るため、豊田市みよし

目

市で協
議会を設置し、

的

市はその負担金を拠出

妥

している。

効
率
性

統廃

当

合することができない

性

事務事業の統廃合によ

こ

り、

事業の効率化を図

の

り、成果
内　容

を向上

事

させる方法を記入し

て

業

下さい。

医療や介護は

の

、必ずしも二次医療圏

必

内で全市民が完結しな

要

いため、より広域で
現

性

状より事業費・人件費

は

を
の連携対応が必要と

薄

なる。本システムは、

れ

愛知県内のほぼすべて

て

の自治体が導
削減する

得

方法を記入して下
入し

ら

ており、広域連携協定

れ

も締結し、二次医療圏

て

以外の施設等とも同シ

い

ステム
さい。（仕様の

る

変更、外部 内　容
によ

い

り情報共有する体制を

ま

整備している。これに

せ

より本市だけ、別の仕

ん

様とす
委託、従事時間

か

の削減等は
ることはで

。

きない。
できないか？

十

)

公
平
性

適正である。

分

□ ある ■ 現状で適正
受

な

益者負担はありますか

成

？

また、受益者負担割

果

合は適 ■ ない □ 検討が

が

必要 内　容
正ですか？

理

□ 受益者がいない

３
改

　

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

由

Ｎ

システム利用の登録

得

数や患者登録数 在宅医

ら

療に携わる多職種への

れ

周知・
事業実施上の課

て

題、住 を増やしていく

い

必要がある。 啓発を行

ま

う。
民・議会等からの

す

意見 意　見 対応策
と対

か

応策

ＩＣＴを活用した

？

「豊田みよしケア 継続

得

して実施するため、前

ら

年度と同
R3年度の事

れ

業計画は前 変　更
ネッ

て

ト」システムを継続運

い

用してい 様・同規模で

な

実施。
年度から変更・

い

追加は 前年度 ・
る。

あ

事

るか 追　加

今後の事業

業

・コスト・成果の方向

進

性 今後の事業の方向性

展

、改革・改善案
※今年

等

度からの具体的な事業

に

の進め方、手段の見直

よ

し等、各方向性の内容

る

　　　　　　　　　□

環

　拡大 豊田市、豊田加

境

茂医師会等と調整し、

変

医師、介護事業
　　　

化

　　　　　　□　改善

あ

所等への普及啓発に努

る

める。
　　　　　　　

に

　　■　現状維持
　　

伴

　　　　　　　□　縮

い

小
　　　　　　　　　

、

□　統合
　　　　　　

対

　　　□　完了
　　　

象

　　　　　　□　廃止

を

・休止
コストの方向性

見

　　　　　　　　　→

直

　維持
成果の方向性
　

す

　　　　　　　　→　

（

維持

2

拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 4031 在宅医療連携システム整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

在宅医療の必要な市民が安心して支援をうけることができる
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

在宅医療と介護の連携を目的としたシステムであるため

様

対象者を見直
事業進展

式

等による環境変化
□ あ

1

る す必要はない。
に伴

-

い、対象を見直す（拡

2

その理由
大・縮小）必

事

要はありませ
■ ない

ん

務

か？

システムを活用し



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 4020 認知症高齢者等あんしん補償事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成31年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 認知症高齢者等あんしん補償事業実施要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

あんしん補償事業は３つの制度で構成されている。 みよし市在住の認知症の疑いのある人が市外の線路上
①認知症高齢者等が行方不明となった場合に、早期の において電車にはねられた事故を教訓として、認知症
発見・保護に役立てるために、認知症高齢者等本人の 高齢者等の家族の安心を補償するため必要である。
写真等の情報を市に事前に登録する制度
②事前登録をした人のうち希望する人を被保険者とし
、市が契約者となって、事故などにより第三者に負わ
せた損害を補償する賠償責任保険に加入

令

する制度
③事前登録を

和

した人のうち認知症な

 

どの方の衣服や持
ち物

3

に貼り付けるQRコー

年

ド付きみまもりシール

度

を交付
する制度【ＳＤ

（

Ｇｓの取組：３】
認知

2

症高齢者等が行方不明

年

となった場合に、早期

度

の発見・保護に役立て

実

るために、
R2年度に

施

実施した具体的な 認知

分

症高齢者等本人の写真

）

等の情報を市に事前に

事

登録した。さらに市が

務

契約者とな
事業の方法

事

、手順、指標に対す っ

業

て、第三者に負わせた

目

損害を補償する賠償責

的

任保険に加入した。ま

評

た、希望者に
る成果等

価

ＱＲコード付みまもり

表

シールを支給した。新

様

制度なので地域包括支

式

援センターやケ
アマネ

1

ジャーが介護者に周知

-

して広めた。

事務事業

1

を取り巻く状況は過去

記

と比べ変化しているか

入

(1)活動指標（事務

日

事業の活動量を表す指

令

標）

高齢者人口が増加

和

している。 名称 単位
①

0

あんしん補償事業登録

3

人数 人
変 化

②
内 容

年

対象(この事業の対象

1

、範囲となる人、物)

2

(2)対象指標（対象

月

の大きさを表す指標）

0

在宅で生活をしている

7

認知症若しくは認知症

日

の疑いのある人 名称 単

１

位
 ① 認知症（疑いを

事

含む。）がある人 人
②

務

目的(この事業によっ

事

て上記対象をどのよう

業

な状態にしたいのか)

の

(3)成果指標（目的

現

の達成度を示す指標）

状

認知症高齢者等の情報

　

を市に登録し、行方不

Ｐ

明になった場合に早 名

Ｌ

称 単位
期発見に役立て

Ａ

る。また、損害を補償

Ｎ

する賠償責任保険に加

及

入す ① あんしん補償事

び

業登録人数 人
る。 ②

結

Ｄ

果(上位基本事業の意

Ｏ

図) (4)結果の成果

事

指標（上位基本事業の

務

成果指標）

安心して住

事

み慣れた地域で生活し

業

てもらう。 名称 単位
①

名

地域福祉の取組の市民

N

満足度割合 ％
②

事務事

o

業の各種指標の実績と

.

見込及び目標

H31年

4

度 R2年度 R2年度 R

0

3年度 R4年度 R5年

2

度 R6年度
指標 ＼ 

0

年度 単位
実績値 計画値

認

実績値 計画値 目標値 目

知

標値 目標値
(1)の ①

症

人 52 100 81 15

高

0 200 250 250

齢

活動指標 ②
(2)の ①

者

人 1,215 1,36

等

5 1,276 1,51

あ

5 1,665 1,81

ん

5 1,551
対象指標

し

②
(3)の ① 人 52 1

ん

00 81 150 200

補

250 250
成果指標

償

②
(4)の結果の ① ％

事

68.6 70 68.6

業

71 72 73 74
成果

政

指標 ②
予算費目 会計 0

策

1 一般会計 款 03 項

こ

01 目 06

コスト 年度

の

H31年度 R2年度 R

事

2年度 R3年度 R4年

務

度 R5年度 R6年度
実

事

績値 計画値 実績値 計画

業

値 目標値 目標値 目標値

施

事業費(決算又は予算

策

額)Ａ 単位 59 634

の

573 364 339 3

位

89 439

財
源
内
訳

 

置

国庫支出金 千円 0 0 0

基

0 0 0 0
 県支出金 千

本

円 0 0 286 0 0 0 0

事

 地方債 千円 0 0 0 0

業

0 0 0
 その他 千円 0

主

0 0 0 0 0 0
 一般財

管

源 千円 59 634 28

課

7 364 339 389

名

439
人件費Ｂ 千円 1

課

,095.6 1,26

長

1.6 996 996 9

名

96 996 996
正職

こ

員従事時間×人数 時間

の

×人 165× 2 190

事

× 2 300× 1 300

務

× 1 300× 1 300

事

× 1 300× 1
正職員

業

以外の人件費 千円 0 0

の

0 0 0 0 0
その他の費

開

用Ｃ 千円 83 0 101

始

101 101 101 1

時

01
トータルコストA

期

+B+C 千円 1,23

事

7.6 1,895.6

務

1,670 1,461

区

1,436 1,486

分

1,536
単位あたり

法

コスト ① 千円/人 1 1

定

.4 1.3 1 0.9 0

受

.8 1
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

託

ﾄ/(2)の対象指標

事

）② 千円/ 0 0 0 0 0

務

0 0

1

自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

範囲を見直す必要はな

業

い。
事業進展等による

名

環境変化 □ ある
に伴い

N

、目的を見直す（目
そ

o

の理由
的の追加・拡充

.

又は絞込）

必要はあり

4

ませんか？ ■ ない

有
効

0

性

地域包括支援センタ

2

ーやケアマネジャーが

0

認知症高齢者等の家族

認

に勧める。
今以上に事

知

業の成果を向上

させる

症

方法を記入して下さ

い

高

。 内　容
※(3)の成

齢

果指標を向上させる

　

者

ことはできますか？

登

等

録された認知症高齢者

あ

等の家族の安心につな

ん

がっている。
目的達成

し

状況 内　容

□民間への

ん

一部委託 □民間への全

補

部委託
市関与の必要性

償

□指定管理 □補助金・

事

負担金助成 ■市の直営

業

内　容
　（実施手法）

２

保険料

効
率
性

現在のと

評

ころ介護保険の認知症

価

施策に位置付けられな

　

いが、今後、当該施策

Ｃ

に
事務事業の統廃合に

Ｈ

より、
位置付けること

Ｅ

ができれば、統合する

Ｃ

ことができる。
事業の

Ｋ

効率化を図り、成果
内

目

　容
を向上させる方法

的

を記入し

て下さい。

利

妥

用者が増加傾向なので

当

、事業費の削減はでき

性

ない。
現状より事業費

こ

・人件費を

削減する方

の

法を記入して下

さい。

事

（仕様の変更、外部 内

業

　容
委託、従事時間の

の

削減等は

できないか？

必

)

公
平
性

適正である。

要

□ ある ■ 現状で適正
受

性

益者負担はありますか

は

？

また、受益者負担割

薄

合は適 ■ ない □ 検討が

れ

必要 内　容
正ですか？

て

□ 受益者がいない

３
改

得

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

ら

Ｎ

事業の周知方法につ

れ

いて 地域包括支援セン

て

ターやケアマネジ
事業

い

実施上の課題、住 ャー

る

に、認知症高齢者等の

い

家族への
民・議会等か

ま

らの意見 意　見 対応策

せ

案内を依頼する。
と対

ん

応策

認知症高齢者等の

か

情報を市に登録し 継続

。

して実施するため、前

十

年度と同
R3年度の事

分

業計画は前 変　更
、行

な

方不明になった場合に

成

早期発見 様・同規模で

果

実施。
年度から変更・

が

追加は 前年度 ・
に役立

理

てた。
あるか 追　加

今

　

後の事業・コスト・成

由

果の方向性 今後の事業

得

の方向性、改革・改善

ら

案
※今年度からの具体

れ

的な事業の進め方、手

て

段の見直し等、各方向

い

性の内容

　　　　　　

ま

　　　□　拡大 高齢社

す

会の進行に伴い、認知

か

症高齢者等が増加傾向

？

に
　　　　　　　　　

得

□　改善 あることから

ら

、今後も継続して事業

れ

を行う。
　　　　　　

て

　　　■　現状維持
　

い

　　　　　　　　□　

な

縮小
　　　　　　　　

い

　□　統合
　　　　　

事

　　　　□　完了
　　

業

　　　　　　　□　廃

進

止・休止
コストの方向

展

性
　　　　　　　　　

等

→　維持
成果の方向性

に

　　　　　　　　　→

よ

　維持

2

る環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 4020 認知症高齢者等あんしん補償事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

認知症高齢者等の家族の安心を補償するために必要である。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業開始して間もないため、対象者の範囲を見直す必

様

要はない。
事業進展等

式

による環境変化
□ ある

1

に伴い、対象を見直す

-

（拡
その理由

大・縮小

2

）必要はありませ
■ な

事

い
んか？

事業開始して

務

間もないため、目的の



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 4709 地域福祉計画策定事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 福祉課 課長名 深津　栄子
この事務事業の開始時期 平成18年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 社会福祉法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

施策を計画的かつ効率的に推進するため、施策事業の 地域福祉計画は社会福祉法により策定が義務付けられ
目標指標を設定する。計画の評価、計画の見直しを行 ている。
うため、地域福祉計画審議会を設置し、目標の進捗度 この計画の策定のためみよし市地域福祉計画審議会（
など、その評価結果を踏まえて、必要に応じ計画の見 委員24人以内）を設置し、地域福祉計画の策定及び推
直しを行う。 進について調査、審議を行う。
  
「ＳＤＧｓの取り組み：３」 地域福祉計画審議会･･･みよし市附属機関の設置に関

する条例第3条に規定。
 

第４期地域福祉計

令

画を策定するため、地

和

域福祉計画審議会を３

 

回開催し、審議を重
R

3

2年度に実施した具体

年

的な ねた。　　
事業の

度

方法、手順、指標に対

（

す
る成果等

事務事業を

2

取り巻く状況は過去と

年

比べ変化しているか (

度

1)活動指標（事務事

実

業の活動量を表す指標

施

）

対象に変化がないた

分

め現状のまま事業実施

）

。 名称 単位
① 地域福祉

事

計画審議会開催回数 回

務

変 化
②

内 容

対象(

事

この事業の対象、範囲

業

となる人、物) (2)

目

対象指標（対象の大き

的

さを表す指標）

障がい

評

(児)者 名称 単位
高齢

価

者 ① 障がい(児)者 人

表

② 高齢者 人

目的(この

様

事業によって上記対象

式

をどのような状態にし

1

たいのか) (3)成果

-

指標（目的の達成度を

1

示す指標）

地域福祉計

記

画を策定し施策を実行

入

する事により、地域福

日

祉に対す 名称 単位
る満

令

足度の割合を高める。

和

① 施策の実施計画 件
②

0

結果(上位基本事業の

3

意図) (4)結果の成

年

果指標（上位基本事業

1

の成果指標）

地域サー

2

ビスの適切で効果的な

月

提供を行うとともに、

0

市民全体が 名称 単位
地

7

域福祉の担い手として

日

、支援を必要とする市

１

民を支えることに ① 地

事

域福祉に関する取り組

務

みの市民満足度 ％
より

事

、地域福祉の総合的な

業

推進を目指す。 ②

事務

の

事業の各種指標の実績

現

と見込及び目標

H31

状

年度 R2年度 R2年度

　

R3年度 R4年度 R5

Ｐ

年度 R6年度
指標 ＼

Ｌ

 年度 単位
実績値 計画

Ａ

値 実績値 計画値 目標値

Ｎ

目標値 目標値
(1)の

及

① 回 2 3 3 1 1 1 1
活

び

動指標 ②
(2)の ① 人

Ｄ

2,232 2,231

Ｏ

2,247 2,279

事

2,289 2,299

務

2,309
対象指標 ②

事

人 11,021 11,

業

028 11,208 1

名

1,261 11,45

N

5 11,650 11,

o

845
(3)の ① 件 1

.

42 142 142 14

4

2 142 142 142

7

成果指標 ②
(4)の結

0

果の ① ％ 68.6 68

9

.6 68.6 68.6

地

68.6 68.6 68

域

.6
成果指標 ②

予算費

福

目 会計 01 一般会計

祉

款 03 項 01 目 01

コ

計

スト 年度 H31年度 R

画

2年度 R2年度 R3年

策

度 R4年度 R5年度 R

定

6年度
実績値 計画値 実

事

績値 計画値 目標値 目標

業

値 目標値
事業費(決算

政

又は予算額)Ａ 単位 8

策

04 3,589 4,6

こ

72 107 107 10

の

7 107

財
源
内
訳

 国

事

庫支出金 千円 0 0 0 0

務

0 0 0
 県支出金 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
 地方

業

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

施

 その他 千円 0 0 0 0

策

0 0 0
 一般財源 千円

の

804 3,589 4,

位

672 107 107 1

置

07 107
人件費Ｂ 千

基

円 1,328 1,32

本

8 1,328 1,32

事

8 1,328 1,32

業

8 1,328
正職員従

主

事時間×人数 時間×人

管

400× 1 400× 1

課

400× 1 400× 1

名

400× 1 400× 1

課

400× 1
正職員以外

長

の人件費 千円 0 0 0 0

名

0 0 0
その他の費用Ｃ

こ

千円 61 61 61 61

の

61 61 61
トータル

事

コストA+B+C 千円

務

2,193 4,978

事

6,061 1,496

業

1,496 1,496

の

1,496
単位あたり

開

コスト ① 千円/人 1 2

始

.2 2.7 0.7 0.

時

7 0.7 0.6
（ﾄｰ

期

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

事

対象指標）② 千円/人

務

0.2 0.5 0.5 0

区

.1 0.1 0.1 0.

分

1

1

法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

進展等による環境変化

業

□ ある
に伴い、目的を

名

見直す（目
その理由

的

N

の追加・拡充又は絞込

o

）

必要はありませんか

.

？ ■ ない

有
効
性

策定し

4

た計画の施策実施のた

7

め成果の向上はできな

0

い。
今以上に事業の成

9

果を向上

させる方法を

地

記入して下さ

い。 内　

域

容
※(3)の成果指標

福

を向上させる

　ことは

祉

できますか？

68.6

計

%達成できている。
目

画

的達成状況 内　容

■民

策

間への一部委託 □民間

定

への全部委託
市関与の

事

必要性 □指定管理 □補

業

助金・負担金助成 □市

２

の直営
内　容

　（実施

評

手法） 市の関与が必要

価

。

効
率
性

策定した計画

　

の施策実施のため成果

Ｃ

の向上はできない。
事

Ｈ

務事業の統廃合により

Ｅ

、

事業の効率化を図り

Ｃ

、成果
内　容

を向上さ

Ｋ

せる方法を記入し

て下

目

さい。

事務内容を鑑み

的

ると、削減は難しい。

妥

現状より事業費・人件

当

費を

削減する方法を記

性

入して下

さい。（仕様

こ

の変更、外部 内　容
委

の

託、従事時間の削減等

事

は

できないか？)

公
平

業

性

直接的な受益者はな

の

し
□ ある □ 現状で適正

必

受益者負担はあります

要

か？

また、受益者負担

性

割合は適 □ ない □ 検討

は

が必要 内　容
正ですか

薄

？
■ 受益者がいない

３

れ

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

て

Ｏ
Ｎ

社会福祉協議会が

得

策定している地域 地域

ら

福祉活動計画の計画期

れ

間を地域
事業実施上の

て

課題、住 福祉活動計画

い

との整合性を図る必要

る

福祉計画に合わせる。

い

民・議会等からの意見

ま

意　見 がある。 対応策

せ

と対応策

令和２年度は

ん

第４期地域福祉計画を

か

第４期地域福祉計画の

。

施策の実施。
R3年度

十

の事業計画は前 変　更

分

策定。
年度から変更・

な

追加は 前年度 ・
あるか

成

追　加

今後の事業・コ

果

スト・成果の方向性 今

が

後の事業の方向性、改

理

革・改善案
※今年度か

　

らの具体的な事業の進

由

め方、手段の見直し等

得

、各方向性の内容

　　

ら

　　　　　　　□　拡

れ

大 第４期地域福祉計画

て

により事業推進を行い

い

、年に１度
　　　　　

ま

　　　　□　改善 、地

す

域福祉計画審議会によ

か

り進捗状況等の確認や

？

評価
　　　　　　　　

得

　■　現状維持 を行う

ら

。
　　　　　　　　　

れ

□　縮小  
　　　　　

て

　　　　□　統合 社会

い

福祉協議会と一体的な

な

地域福祉推進のため、

い

みよ
　　　　　　　　

事

　□　完了 し市地域福

業

祉活動計画との整合性

進

を図る。
　　　　　　

展

　　　□　廃止・休止

等

 
コストの方向性  
　

に

　　　　　　　　→　

よ

維持
成果の方向性
　　

る

　　　　　　　→　維

環

持

2

境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 4709 地域福祉計画策定事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

地域福祉推進のための計画であり、十分な成果が得られてい
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

る。
いませんか。十分な成果が 理　由

 
得られていますか？ □ 得られていない

地域に住んでいる人が対象であるため、環境変化の影響をうけない。

様

事業進展等による環境

式

変化
□ ある

に伴い、対

1

象を見直す（拡
その理

-

由
大・縮小）必要はあ

2

りませ
■ ない

んか？

社

事

会福祉法により策定が

務

定められている。
事業



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 543 地域包括支援センター運営事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井謙一
この事務事業の開始時期 平成18年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第115条の46

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

地域包括支援センターの適切な運営・公正かつ中立性 地域包括支援センター運営協議会委員　14人
の確保・円滑な運営を図るために運営協議会の設置を 地域包括支援センターは、指定介護予防支援事業所業
する。 務及び包括的支援事業である、総合相談支援業務、権
地域支援事業(介護予防事業、包括的支援事業、任意 利擁護業務、包括的継続的ケアマネジメント支援業務
事業）に関する業務を実施する。 、介護予防ケアマネジメント業務を実施する。
第6期介護保険事業計画において、相談・支援業務等
地域包括ケア体制の

令

充実を図るため、1圏

和

域、1センタ
ー体制を

 

見直し、平成29年度

3

に、3圏域、3センタ

年

ーと
し、事業委託を含

度

めて増設した。
【SD

（

Gsの取組：３】
日生

2

活圏域ごとに1か所計

年

3か所、地域包括支援

度

センターを設置し、保

実

健師・社会福
R2年度

施

に実施した具体的な 祉

分

士・主任介護支援専門

）

員等の専門職を配置し

事

た。地域住民の心身の

務

健康保持と生
事業の方

事

法、手順、指標に対す

業

活の安定に必要な支援

目

を行い、地域の保健医

的

療の向上と福祉の増進

評

を包括的に実施
る成果

価

等 した。将来の介護需

表

要に備えるため、第8

様

期介護保険事業計画に

式

地域包括支援セン
ター

1

の増設を位置付けた。

-

事務事業を取り巻く状

1

況は過去と比べ変化し

記

ているか (1)活動指

入

標（事務事業の活動量

日

を表す指標）

高齢者も

令

要介護等認定者も増加

和

している 名称 単位
① 要

0

介護等認定者数 人
変 

3

化
②

内 容

対象(この

年

事業の対象、範囲とな

1

る人、物) (2)対象

2

指標（対象の大きさを

月

表す指標）

①虚弱高齢

0

者 名称 単位
②要支援認

7

定者 ① 総合相談者延人

日

数 人
② 要支援１，２認

１

定者 人

目的(この事業

事

によって上記対象をど

務

のような状態にしたい

事

のか) (3)成果指標

業

（目的の達成度を示す

の

指標）

①介護予防普及

現

啓発 名称 単位
②要介護

状

状態の防止、軽減、悪

　

化防止 ① 予防教室開催

Ｐ

延数 回
② 要支援認定者

Ｌ

数／要介護等認定者数

Ａ

％

結果(上位基本事業

Ｎ

の意図) (4)結果の

及

成果指標（上位基本事

び

業の成果指標）

健康で

Ｄ

安心して暮らす 名称 単

Ｏ

位
① 実態把握延人数 人

事

②

事務事業の各種指標

務

の実績と見込及び目標

事

H31年度 R2年度 R

業

2年度 R3年度 R4年

名

度 R5年度 R6年度
指

N

標 ＼ 年度 単位
実績

o

値 計画値 実績値 計画値

.

目標値 目標値 目標値
(

5

1)の ① 人 1,428

4

1,511 1,522

3

1,628 1,744

地

1,871 2,010

域

活動指標 ②
(2)の ①

包

人 5,397 6,00

括

0 5,787 6,50

支

0 7,000 7,50

援

0 7,500
対象指標

セ

② 人 425 429 47

ン

9 495 512 530

タ

549
(3)の ① 回 5

ー

84 600 324 40

運

0 400 400 400

営

成果指標 ② ％ 43.6

事

45 31.5 45 45

業

45 45
(4)の結果

政

の ① 人 844 850 1

策

,058 1,200 1

こ

,600 1,600 1

の

,600
成果指標 ②

予

事

算費目 会計 06 介護

務

保険特別会計（保険事

事

業勘定） 款 04 項 03

業

目 01

コスト 年度 H3

施

1年度 R2年度 R2年

策

度 R3年度 R4年度 R

の

5年度 R6年度
実績値

位

計画値 実績値 計画値 目

置

標値 目標値 目標値
事業

基

費(決算又は予算額)

本

Ａ 単位 45,340 4

事

7,288 41,75

業

1 46,988 63,

主

763 63,858 6

管

3,809

財
源
内
訳

 

課

国庫支出金 千円 22,

名

414 19,678 2

課

2,344 21,51

長

8 16,510 15,

名

833 14,464
 

こ

県支出金 千円 8,72

の

8 8,838 8,03

事

7 8,759 8,25

務

5 7,916 7,23

事

2
 地方債 千円 0 0 0

業

0 0 0 0
 その他 千円

の

0 0 0 0 4,000 4

開

,000 4,000
 

始

一般財源 千円 14,1

時

98 18,772 11

期

,370 16,711

事

34,998 36,1

務

09 38,113
人件

区

費Ｂ 千円 4,780.

分

8 3,067.7 2,

法

822 2,822 2,

定

822 2,822 2,

受

822
正職員従事時間

託

×人数 時間×人 360

事

× 4 231× 4 170

務

× 5 170× 5 170

自

× 5 170× 5 170

治

× 5
正職員以外の人件

事

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

務

その他の費用Ｃ 千円 6

こ

11 146 376 37

の

6 376 376 376

事

トータルコストA+B

務

+C 千円 50,731

事

.8 50,501.7

業

44,949 50,1

の

86 66,961 67

根

,056 67,007

拠

単位あたりコスト ① 千

法

円/人 9.4 8.4 7

令

.8 7.7 9.6 8.

事

9 8.9
（ﾄｰﾀﾙｺ

業

ｽﾄ/(2)の対象指

の

標）② 千円/人 119

概

.4 117.7 93.

要

8 101.4 130.

現

8 126.5 122.

在

1

1

の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

必要はない。
事業進展

業

等による環境変化 □ あ

名

る
に伴い、目的を見直

N

す（目
その理由

的の追

o

加・拡充又は絞込）

必

.

要はありませんか？ ■

5

ない

有
効
性

日常生活圏

4

域を中学校区の4つに

3

分け、4か所目の地域

地

包括支援センターを設

域

置
今以上に事業の成果

包

を向上
することにより

括

、より充実した支援が

支

できる。
させる方法を

援

記入して下さ

い。 内　

セ

容
※(3)の成果指標

ン

を向上させる

　ことは

タ

できますか？

多岐に渡

ー

る業務を行いながら、

運

総合相談対応、虐待、

営

成年後見等権利擁護、

事

ケ
目的達成状況 内　容

業

アプラン作成等々必要

２

に応じた対応を行えて

評

おり、達成できている

価

。

■民間への一部委託

　

□民間への全部委託
市

Ｃ

関与の必要性 □指定管

Ｈ

理 □補助金・負担金助

Ｅ

成 ■市の直営
内　容

　

Ｃ

（実施手法） 地域包括

Ｋ

支援センター2か所委

目

託、1か所直営

効
率
性

的

介護保険法に基づき実

妥

施する事業であり統廃

当

合することができない

性

。
事務事業の統廃合に

こ

より、

事業の効率化を

の

図り、成果
内　容

を向

事

上させる方法を記入し

業

て下さい。

外部委託を

の

増やす方針なので、削

必

減はできない
現状より

要

事業費・人件費を

削減

性

する方法を記入して下

は

さい。（仕様の変更、

薄

外部 内　容
委託、従事

れ

時間の削減等は

できな

て

いか？)

公
平
性

費用を

得

徴収すべきものがない

ら

。
□ ある ■ 現状で適正

れ

受益者負担はあります

て

か？

また、受益者負担

い

割合は適 ■ ない □ 検討

る

が必要 内　容
正ですか

い

？
□ 受益者がいない

３

ま

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

せ

Ｏ
Ｎ

高齢化の進展に伴

ん

い、要介護者等が 要支

か

援・介護者の増加に対

。

応できる
事業実施上の

十

課題、住 増加している

分

。今後、現在の体制、

な

よう、必要な人員・資

成

源を整備して
民・議会

果

等からの意見 意　見 で

が

は対応が難しくなる地

理

域がある。 対応策 いく

　

。専門職の育成や事業

由

所の支援
と対応策 専門

得

職が不足しており、育

ら

成、支援 のため、研修

れ

支援等の拡充を行う。

て

が必用
3地域に地域包

い

括支援センターを設 高

ま

齢者の増加に対応する

す

ため、地域
R3年度の

か

事業計画は前 変　更
置

？

し、保健師・社会福祉

得

士・主任介 包括支援セ

ら

ンターの増設に向け、

れ

準
年度から変更・追加

て

は 前年度 ・
護支援専門

い

員等の専門職を配置し

な

た 備を行う。
あるか 追

い

　加
。

今後の事業・コ

事

スト・成果の方向性 今

業

後の事業の方向性、改

進

革・改善案
※今年度か

展

らの具体的な事業の進

等

め方、手段の見直し等

に

、各方向性の内容

　　

よ

　　　　　　　■　拡

る

大 高齢者人口の増加に

環

伴い、地域包括支援セ

境

ンターが関
　　　　　

変

　　　　□　改善 わる

化

事業や対応ケースが増

あ

加してており、第8期

る

介護
　　　　　　　　

に

　□　現状維持 保険事

伴

業計画に従い、3つの

い

日常生活圏域のうち、

、

き
　　　　　　　　　

対

□　縮小 たよし地域か

象

ら、おかよし地域を分

を

割し、令和4年度
　　

見

　　　　　　　□　統

直

合 に地域包括支援セン

す

ターを新設する。令和

（

3年度は設
　　　　　

拡

　　　　□　完了 置場

そ

所であるカリヨンハウ

の

スの改修工事と運営法

理

人の
　　　　　　　　

由

　□　廃止・休止 選定

大

を行う。
コストの方向

・

性 また、専門職不足の

縮

解消のため研修支援等

小

の検討を行
　　　　　

）

　　　　↑　増加 う。

必

成果の方向性
　　　　

要

　　　　　→　維持

2

はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 543 地域包括支援センター運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

3か所の地域包括支援センターが機能している。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

介護保険法に基づき実施する事業であり対象を見直す必要はない。
事業進

様

展等による環境変化
□

式

ある
に伴い、対象を見

1

直す（拡
その理由

大・

-

縮小）必要はありませ

2

■ ない
んか？

介護保険

事

法に基づき事業実施す

務

るため、目的を見直す



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 544 生活支援体制整備事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井謙一
この事務事業の開始時期 平成27年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第115条の45第2項第5号

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

多様な主体による生活支援・介護予防サービスの提供 介護保険法の改正により同法第115条の45第2項第5号
体制を構築し、日常生活上支援が必要な高齢者が、住 の規定に基づき地域支援事業の包括的支援事業として
み慣れた地域で生きがいをもって在宅生活を継続して 、市町村の必須事業として位置付けられた。本市では
いくことができるようにするための事業が地域支援事 、平成28年度に第1層コーディネーターの配置、協議
業の包括的支援事業に位置付けられた。これに伴い、 体を設置し、平成29年度に第2層コーデ

令

ィネーターを
生活支援

和

コーディネーターの配

 

置及び協議体の設置を

3

配置した。令和元年度

年

に第2層協議体が設置

度

された。
実施し、支援

（

ニーズとサービスのコ

2

ーディネート、サ
ービ

年

ス提供事業主体と連携

度

し、支援体制の充実・

実

強化
を図る。
【SDG

施

sの取組：３】
第1層

分

として、市域全域の課

）

題として、ごみ出しに

事

支援を要する人への有

務

償ボラン
R2年度に実

事

施した具体的な ティア

業

による支援の仕組みづ

目

くりに着手した。第2

的

層としては、3つの協

評

議体の運営
事業の方法

価

、手順、指標に対す を

表

支援し、各地域で互助

様

による仕組みづくりに

式

ついて議論できるよう

1

になった。
る成果等

事

-

務事業を取り巻く状況

1

は過去と比べ変化して

記

いるか (1)活動指標

入

（事務事業の活動量を

日

表す指標）

地域課題に

令

ついて、多様な主体が

和

集まり協議を行ってい

0

る 名称 単位
。 ① 生活支

3

援コーディネーター数

年

人
変 化

② 協議体開催

1

数 回
内 容

対象(この

2

事業の対象、範囲とな

月

る人、物) (2)対象

0

指標（対象の大きさを

7

表す指標）

市民 名称 単

日

位
① 市民 人
② 高齢者人

１

口 人

目的(この事業に

事

よって上記対象をどの

務

ような状態にしたいの

事

か) (3)成果指標（

業

目的の達成度を示す指

の

標）

多様な主体による

現

生活支援・介護予防サ

状

ービスの提供体制を構

　

築 名称 単位
する。 ① 活

Ｐ

動団体数 団体
②

結果(

Ｌ

上位基本事業の意図)

Ａ

(4)結果の成果指標

Ｎ

（上位基本事業の成果

及

指標）

住み慣れた地域

び

で生きがいを持って在

Ｄ

宅生活を継続していく

Ｏ

名称 単位
① 対象となる

事

高齢者人数 人
②

事務事

務

業の各種指標の実績と

事

見込及び目標

H31年

業

度 R2年度 R2年度 R

名

3年度 R4年度 R5年

N

度 R6年度
指標 ＼ 

o

年度 単位
実績値 計画値

.

実績値 計画値 目標値 目

5

標値 目標値
(1)の ①

4

人 4 4 4 4 5 5 5
活動

4

指標 ② 回 24 24 28

生

37 49 49 49
(2

活

)の ① 人 61,040

支

61,570 61,0

援

40 61,236 62

体

,100 62,360

制

62,620
対象指標

整

② 人 11,021 11

備

,204 11,021

事

11,208 11,2

業

61 11,455 11

政

,650
(3)の ① 団

策

体 56 56 56 60 6

こ

0 60 60
成果指標 ②

の

(4)の結果の ① 人 1

事

1,021 11,20

務

4 11,021 11,

事

208 11,261 1

業

1,455 11,65

施

0
成果指標 ②

予算費目

策

会計 06 介護保険特

の

別会計（保険事業勘定

位

） 款 04 項 03 目 01

置

コスト 年度 H31年度

基

R2年度 R2年度 R3

本

年度 R4年度 R5年度

事

R6年度
実績値 計画値

業

実績値 計画値 目標値 目

主

標値 目標値
事業費(決

管

算又は予算額)Ａ 単位

課

21,108 24,6

名

37 23,003 24

課

,405 33,905

長

33,905 33,9

名

05

財
源
内
訳

 国庫支

こ

出金 千円 8,126 9

の

,485 8,856 9

事

,395 13,053

務

13,053 13,0

事

53
 県支出金 千円 4

業

,063 4,742 4

の

,428 4,697 6

開

,526 6,526 6

始

,526
 地方債 千円

時

0 0 0 0 0 0 0
 その

期

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

事

 一般財源 千円 8,9

務

19 10,410 9,

区

719 10,313 1

分

4,326 14,32

法

6 14,326
人件費

定

Ｂ 千円 3,585.6

受

2,788.8 2,6

託

49.4 2,649.

事

4 2,649.4 2,

務

649.4 2,649

自

.4
正職員従事時間×

治

人数 時間×人 360×

事

3 210× 4 266×

務

3 266× 3 266×

こ

3 266× 3 266×

の

3
正職員以外の人件費

事

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

務

の他の費用Ｃ 千円 50

事

7 146 376 376

業

376 376 376
ト

の

ータルコストA+B+

根

C 千円 25,200.

拠

6 27,571.8 2

法

6,028.4 27,

令

430.4 36,93

事

0.4 36,930.

業

4 36,930.4
単

の

位あたりコスト ① 千円

概

/人 0.4 0.4 0.

要

4 0.4 0.6 0.6

現

0.6
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

在

ﾄ/(2)の対象指標

の

）② 千円/人 2.3 2

状

.5 2.4 2.4 3.

況

3 3.2 3.2

1

とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

展等による環境変化 □

業

ある
い。

に伴い、目的

名

を見直す（目
その理由

N

的の追加・拡充又は絞

o

込）

必要はありません

.

か？ ■ ない

有
効
性

生活

5

支援コーディネーター

4

が今以上に地域ニーズ

4

を把握し、高齢者支援

生

の充実
今以上に事業の

活

成果を向上
・強化を図

支

る。
させる方法を記入

援

して下さ

い。 内　容
※

体

(3)の成果指標を向

制

上させる

　ことはでき

整

ますか？

事業開始から

備

順を追って取組みを進

事

めており、目的達成に

業

向けて動き出してい
目

２

的達成状況 内　容 る。

評

□民間への一部委託 ■

価

民間への全部委託
市関

　

与の必要性 □指定管理

Ｃ

□補助金・負担金助成

Ｈ

■市の直営
内　容

　（

Ｅ

実施手法） 第1層、第

Ｃ

2層生活支援コーディ

Ｋ

ネーターを委託してい

目

る。

効
率
性

介護保険法

的

に基づき実施する事業

妥

であり統廃合すること

当

ができない。
事務事業

性

の統廃合により、
 

事

こ

業の効率化を図り、成

の

果
内　容

を向上させる

事

方法を記入し

て下さい

業

。

事業費のほとんどが

の

人件費比率の高い委託

必

であり、令和4年度に

要

向けて人員増
現状より

性

事業費・人件費を
を予

は

定しており削減できな

薄

い。
削減する方法を記

れ

入して下

さい。（仕様

て

の変更、外部 内　容
委

得

託、従事時間の削減等

ら

は

できないか？)

公
平

れ

性

適正である。
□ ある

て

■ 現状で適正
受益者負

い

担はありますか？

また

る

、受益者負担割合は適

い

■ ない □ 検討が必要 内

ま

　容
正ですか？

□ 受益

せ

者がいない

３
改
革
改
善

ん

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

みよ

か

し市における通いの場

。

の実態が 第1層、第2

十

層コーディネーターと

分

協
事業実施上の課題、

な

住 わからない。量的に

成

も質的にも拡充 力して

果

実態の把握を行い、そ

が

こから
民・議会等から

理

の意見 意　見 を図って

　

ほしい。 対応策 必要な

由

支援の方法を検討する

得

。
と対応策

生活支援体

ら

制整備を図るため、第

れ

1 継続して実施するた

て

め、前年度と同
R3年

い

度の事業計画は前 変　

ま

更
層、第2層コーディ

す

ネーターを委託 様・同

か

規模で実施。
年度から

？

変更・追加は 前年度 ・

得

した。
あるか 追　加

今

ら

後の事業・コスト・成

れ

果の方向性 今後の事業

て

の方向性、改革・改善

い

案
※今年度からの具体

な

的な事業の進め方、手

い

段の見直し等、各方向

事

性の内容

　　　　　　

業

　　　■　拡大 市域全

進

域としては、ごみ出し

展

支援の有償ボランティ

等

ア
　　　　　　　　　

に

□　改善 の取組を早期

よ

に実現する。通いの場

る

については、実態
　　

環

　　　　　　　□　現

境

状維持 把握を行い、必

変

要な支援策を検討する

化

。日常生活圏域
　　　

あ

　　　　　　□　縮小

る

である第2層圏域では

に

、3つの協議体が安定

伴

的に議論で
　　　　　

い

　　　　□　統合 きる

、

ように支援を継続する

対

。
　　　　　　　　　

象

□　完了
　　　　　　

を

　　　□　廃止・休止

見

コストの方向性
　　　

直

　　　　　　↑　増加

す

成果の方向性
　　　　

（

　　　　　→　維持

2

拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 544 生活支援体制整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

行政主体ではなく、様々な団体が動き出している。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

介護保険法に基づき実施する事業であり見直す必要はない。
事業進展等による環境変化

□

様

ある
に伴い、対象を見

式

直す（拡
その理由

大・

1

縮小）必要はありませ

-

■ ない
んか？

介護保険

2

法に基づき実施する事

事

業であるため、目的を

務

見直す必要はな
事業進



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 545 認知症総合支援事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井謙一
この事務事業の開始時期 平成27年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第115条の45第2項第6号

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

平成26年6月に成立した医療介護総合確保推進法によ 介護保険法第115条の45第2項第6号の規定に基づき地
り、認知症施策の推進が地域支援事業の包括的支援事 域支援事業の包括的支援事業として、市町村の必須事
業に位置付けられた。これに伴い、①認知症ケアパス 業として位置付けられた。
の作成・普及、②認知症初期集中支援チームの設置、 ①認知症ケアパスについては平成26年度に作成し、平
③認知症地域支援推進員の配置、④認知症カフェ事業 成27年度以降にマップ等作成して普及していく。②認
等を実施する。 知

令

症初期集中支援チーム

和

については平成28年

 

に設置。
平成29年度

3

から、認知症家族支援

年

交流事業が家族介護 ③

度

認知症地域支援推進員

（

については平成26年

2

10月に配
者交流事業

年

から移入。 置。包括支

度

援センターの増設に伴

実

い増員配置。④認知
【

施

SDGsの取組：３】

分

症カフェについては平

）

成26年7月に市内社

事

会福祉法人
と協働で開

務

設した。
地域包括ケア

事

推進会議の作業部会と

業

して、認知症地域支援

目

推進員が各種施策を議

的

論
R2年度に実施した

評

具体的な する場を設け

価

ており、平成31年度

表

は、認知症初期集中支

様

援事業、認知症カフェ

式

等の
事業の方法、手順

1

、指標に対す 令和2年

-

度まで数値目標等を盛

1

り込んだ2か年計画を

記

作成し、これも基づき

入

計画的に
る成果等 事業

日

実施した。

事務事業を

令

取り巻く状況は過去と

和

比べ変化しているか (

0

1)活動指標（事務事

3

業の活動量を表す指標

年

）

令和元年6月18日

1

に国において認知症施

2

策推進大綱が決定 名称

月

単位
され、この中で各

0

種取組みの目標値が設

7

定される等、認知 ① 初

日

期集中支援チームが支

１

援した人数 人
変 化

症

事

施策のさらなる充実が

務

必要である。 ② 認知症

事

カフェの設置数 か所
内

業

 容

対象(この事業の

の

対象、範囲となる人、

現

物) (2)対象指標（

状

対象の大きさを表す指

　

標）

市民 名称 単位
① 市

Ｐ

民 人
② 高齢者人口 人

目

Ｌ

的(この事業によって

Ａ

上記対象をどのような

Ｎ

状態にしたいのか) (

及

3)成果指標（目的の

び

達成度を示す指標）

多

Ｄ

職種が協働して認知症

Ｏ

の人やその家族を支援

事

し、医療や介護に 名称

務

単位
適切につなげる。

事

認知症カフェを開催し

業

、認知症の人やその家

名

族 ① 初期集中支援チー

N

ム会議開催数 回
、地域

o

の人が参加できる。 ②

.

認知症カフェ開催回数

5

回

結果(上位基本事業

4

の意図) (4)結果の

5

成果指標（上位基本事

認

業の成果指標）

認知症

知

の人やその家族が安心

症

して地域で生活できる

総

。 名称 単位
① チーム支

合

援で医療・介護につな

支

がる人数 人
② 認知症カ

援

フェ参加延人数 人

事務

事

事業の各種指標の実績

業

と見込及び目標

H31

政

年度 R2年度 R2年度

策

R3年度 R4年度 R5

こ

年度 R6年度
指標 ＼

の

 年度 単位
実績値 計画

事

値 実績値 計画値 目標値

務

目標値 目標値
(1)の

事

① 人 7 10 5 12 12

業

12 12
活動指標 ② か

施

所 5 5 5 5 5 8 8
(2

策

)の ① 人 61,040

の

61,570 61,0

位

40 61,236 62

置

,100 62,360

基

62,620
対象指標

本

② 人 11,021 11

事

,204 11,021

業

11,208 11,2

主

61 11,455 11

管

,650
(3)の ① 回

課

11 12 12 12 12

名

12 12
成果指標 ② 回

課

45 60 32 72 72

長

96 96
(4)の結果

名

の ① 人 6 10 5 12 1

こ

2 12 12
成果指標 ②

の

人 425 600 154

事

200 200 600 6

務

00
予算費目 会計 06

事

 介護保険特別会計（

業

保険事業勘定） 款 04

の

項 03 目 01

コスト 年

開

度 H31年度 R2年度

始

R2年度 R3年度 R4

時

年度 R5年度 R6年度

期

実績値 計画値 実績値 計

事

画値 目標値 目標値 目標

務

値
事業費(決算又は予

区

算額)Ａ 単位 7,59

分

2 10,157 7,6

法

04 9,466 13,

定

052 13,052 1

受

3,052

財
源
内
訳

 

託

国庫支出金 千円 2,9

事

22 3,910 2,9

務

02 3,633 5,0

自

13 5,013 5,0

治

13
 県支出金 千円 1

事

,461 1,955 1

務

,451 1,816 2

こ

,506 2,506 2

の

,506
 地方債 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
 その

務

他 千円 0 0 0 28 30

事

30 30
 一般財源 千

業

円 3,209 4,29

の

2 3,251 3,98

根

9 5,503 5,50

拠

3 5,503
人件費Ｂ

法

千円 2,918.3 2

令

,788.8 1,99

事

2 1,992 1,99

業

2 1,992 1,99

の

2
正職員従事時間×人

概

数 時間×人 293× 3

要

210× 4 300× 2

現

300× 2 300× 2

在

300× 2 300× 2

の

正職員以外の人件費 千

状

円 0 0 0 0 0 0 0
その

況

他の費用Ｃ 千円 312

と

146 186 186 1

こ

86 186 186
トー

の

タルコストA+B+C

事

千円 10,822.3

務

13,091.8 9,

事

782 11,644 1

業

5,230 15,23

を

0 15,230
単位あ

行

たりコスト ① 千円/人

う

0.2 0.2 0.2 0

根

.2 0.2 0.2 0.

拠

2
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

ま

(2)の対象指標）②

た

千円/人 1 1.2 0.

は

9 1 1.4 1.3 1.

理

3

1

由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

か？

認知症施策推進大

業

綱に照らして見直しを

名

検討する必要はあるが

N

、現状
事業進展等によ

o

る環境変化 □ ある
では

.

既存事業を適正に実施

5

する計画であるため目

4

的を見直す必要なな
に

5

伴い、目的を見直す（

認

目
その理由 い。

的の追

知

加・拡充又は絞込）

必

症

要はありませんか？ ■

総

ない

有
効
性

生活支援体

合

制整備事業により進め

支

ている通いの場の普及

援

と連動し、認知症カフ

事

今以上に事業の成果を

業

向上
ェの設置数を増や

２

すとともに、認知症カ

評

フェを今以上に周知す

価

ることにより、
させる

　

方法を記入して下さ
た

Ｃ

くさんの認知症の人や

Ｈ

その家族が参加できる

Ｅ

。
い。 内　容

 
※(3

Ｃ

)の成果指標を向上さ

Ｋ

せる

　ことはできます

目

か？

コロナ禍により人

的

を集める事業は前年比

妥

で数値上は減少してい

当

る。コロナ禍で
目的達

性

成状況 内　容 の事業継

こ

続は順調に行えた。

■

の

民間への一部委託 □民

事

間への全部委託
市関与

業

の必要性 □指定管理 □

の

補助金・負担金助成 ■

必

市の直営
内　容

　（実

要

施手法） 認知症地域支

性

援推進員業務委託

効
率

は

性

介護保険法に基づき

薄

実施する事業であり統

れ

廃合することができな

て

い。
事務事業の統廃合

得

により、

事業の効率化

ら

を図り、成果
内　容

を

れ

向上させる方法を記入

て

し

て下さい。

認知症施

い

策推進大綱によりさら

る

なる充実が求められて

い

いる状況から削減はで

ま

き
現状より事業費・人

せ

件費を
ない。令和4年

ん

におかよし地域包括支

か

援センター新設に伴い

。

認知症地域支援推
削減

十

する方法を記入して下

分

進員の増員を予定して

な

おり、削減できない。

成

さい。（仕様の変更、

果

外部 内　容
委託、従事

が

時間の削減等は

できな

理

いか？)

公
平
性

適正で

　

ある。
□ ある ■ 現状で

由

適正
受益者負担はあり

得

ますか？

また、受益者

ら

負担割合は適 ■ ない □

れ

検討が必要 内　容
正で

て

すか？
□ 受益者がいな

い

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

ま

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

高齢化に伴い

す

、認知症高齢者は今後

か

既存の事業を引き続き

？

継続するとと
事業実施

得

上の課題、住 益々増加

ら

することが見込まれる

れ

。 もに、内容の見直し

て

、増設を検討し
民・議

い

会等からの意見 意　見

な

対応策 ていく。
と対応

い

策

認知症初期集中支援

事

チーム継続。認 継続し

業

て実施するため、前年

進

度と同
R3年度の事業

展

計画は前 変　更
知症地

等

域支援推進員を配置継

に

続。 様・同規模で実施

よ

。
年度から変更・追加

る

は 前年度 ・
認知症カフ

環

ェ継続。
あるか 追　加

境

今後の事業・コスト・

変

成果の方向性 今後の事

化

業の方向性、改革・改

あ

善案
※今年度からの具

る

体的な事業の進め方、

に

手段の見直し等、各方

伴

向性の内容

　　　　　

い

　　　　■　拡大 既設

、

の事業である、認知症

対

ケアパス、認知症初期

象

集中
　　　　　　　　

を

　□　改善 支援チーム

見

、認知症地域支援推進

直

員、認知症カフェに
　

す

　　　　　　　　□　

（

現状維持 ついては、引

拡

き続き事業継続すると

そ

ともに、内容の見
　　

の

　　　　　　　□　縮

理

小 直し、増設等を検討

由

していく。
　　　　　

大

　　　　□　統合  
　

・

　　　　　　　　□　

縮

完了
　　　　　　　　

小

　□　廃止・休止
コス

）

トの方向性
　　　　　

必

　　　　↑　増加
成果

要

の方向性
　　　　　　

は

　　　→　維持

2

ありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 545 認知症総合支援事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

認知症施策を総合的に実施できている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

認知症施策推進大綱に基づき実施するため、必要に応じて対象者を見
事業進展等による環境変化

□ ある 直

様

すが、現状では既存事

式

業を適正に実施する計

1

画であるため対象を見

-

に伴い、対象を見直す

2

（拡
その理由 直す必要

事

はない。
大・縮小）必

務

要はありませ
■ ない

ん



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 546 在宅医療・介護連携推進事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井謙一
この事務事業の開始時期 平成28年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第115条の45第2項第4号

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

医療と介護の両方を必要とする状態の人が、住みなれ 介護保険法第115条の45第2項第4号の規定に基づく地
た地域で自分らしい暮らしを送り続けることできるよ 域支援事業の包括的支援事業に位置づけられた。
うに、市が中心となって地区医師会と連携する仕組み
を構築する。
【ＳＤＧｓの取組：３】

地域の医療・介護資源の把握、在宅医療・介護連携に関する相談支援、地域住民へ
R2年度に実施した具体的な の普及啓発、在宅医療・介護連携の課題の抽出と対策の検討、医療・介護関係者の
事業の方法、手順、

令

指標に対す 情報共有、

和

医療・介護関係者の研

 

修、在宅医療・介護連

3

携に関する関係市町と

年

の連
る成果等 携を行っ

度

た。

事務事業を取り巻

（

く状況は過去と比べ変

2

化しているか (1)活

年

動指標（事務事業の活

度

動量を表す指標）

地域

実

包括ケア体制構築を強

施

化するにあたり、さら

分

なる医療 名称 単位
と介

）

護の連携が必要になっ

事

ている。 ① 厚生労働省

務

が示す取組 項目
変 化

事

②
内 容

対象(この事

業

業の対象、範囲となる

目

人、物) (2)対象指

的

標（対象の大きさを表

評

す指標）

市民 名称 単位

価

① 高齢者人口 人
② 要介

表

護認定者数 人

目的(こ

様

の事業によって上記対

式

象をどのような状態に

1

したいのか) (3)成

-

果指標（目的の達成度

1

を示す指標）

医療と介

記

護の連携により、安心

入

して住み慣れた地域で

日

生活しても 名称 単位
ら

令

う ① 介護保険サービス

和

（在宅）利用者 人
②

結

0

果(上位基本事業の意

3

図) (4)結果の成果

年

指標（上位基本事業の

1

成果指標）

地域包括ケ

2

ア体制を整備する 名称

月

単位
① 厚生労働省が示

0

す取組の実施数 項目
②

7

事務事業の各種指標の

日

実績と見込及び目標

H

１

31年度 R2年度 R2

事

年度 R3年度 R4年度

務

R5年度 R6年度
指標

事

 ＼ 年度 単位
実績値

業

計画値 実績値 計画値 目

の

標値 目標値 目標値
(1

現

)の ① 項目 8 8 8 8 8

状

8 8
活動指標 ②
(2)

　

の ① 人 11,021 1

Ｐ

1,204 11,20

Ｌ

8 11,387 11,

Ａ

570 11,753 1

Ｎ

1,778
対象指標 ②

及

人 1,428 1,51

び

1 1,475 1,60

Ｄ

2 1,702 1,81

Ｏ

1 2,010
(3)の

事

① 人 897 936 93

務

4 997 1,061 1

事

,131 1,266
成

業

果指標 ②
(4)の結果

名

の ① 項目 8 8 8 8 8 8

N

8
成果指標 ②

予算費目

o

会計 06 介護保険特

.

別会計（保険事業勘定

5

） 款 04 項 03 目 01

4

コスト 年度 H31年度

6

R2年度 R2年度 R3

在

年度 R4年度 R5年度

宅

R6年度
実績値 計画値

医

実績値 計画値 目標値 目

療

標値 目標値
事業費(決

・

算又は予算額)Ａ 単位

介

10,483 11,8

護

43 10,405 11

連

,749 15,292

携

15,292 15,2

推

92

財
源
内
訳

 国庫支

進

出金 千円 4,036 4

事

,559 4,005 4

業

,523 5,887 5

政

,887 5,887
 

策

県支出金 千円 2,01

こ

8 2,279 2,00

の

2 2,261 2,94

事

3 2,943 2,94

務

3
 地方債 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
 その他 千円

業

0 0 0 0 0 0 0
 一般

施

財源 千円 4,429 5

策

,005 4,398 4

の

,965 6,462 6

位

,462 6,462
人

置

件費Ｂ 千円 2,490

基

1,859.2 2,1

本

51.4 2,151.

事

4 2,151.4 2,

業

151.4 2,151

主

.4
正職員従事時間×

管

人数 時間×人 250×

課

3 140× 4 216×

名

3 216× 3 216×

課

3 216× 3 216×

長

3
正職員以外の人件費

名

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

こ

の他の費用Ｃ 千円 22

の

0 146 186 186

事

186 186 186
ト

務

ータルコストA+B+

事

C 千円 13,193 1

業

3,848.2 12,

の

742.4 14,08

開

6.4 17,629.

始

4 17,629.4 1

時

7,629.4
単位あ

期

たりコスト ① 千円/人

事

1.2 1.2 1.1 1

務

.2 1.5 1.5 1.

区

5
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

分

(2)の対象指標）②

法

千円/人 9.2 9.2

定

8.6 8.8 10.4

受

9.7 8.8

1

託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

基づいているため見直

業

す必要はない。
事業進

名

展等による環境変化 □

N

ある
に伴い、目的を見

o

直す（目
その理由

的の

.

追加・拡充又は絞込）

5

必要はありませんか？

4

■ ない

有
効
性

在宅医療

6

・介護連携対応施策検

在

討作業部会にて、議論

宅

を重ね地域に合った支

医

援
今以上に事業の成果

療

を向上
体制を構築する

・

。
させる方法を記入し

介

て下さ
市民に向けて、

護

医療と介護の連携につ

連

いて周知・啓発を図る

携

。
い。 内　容
※(3)

推

の成果指標を向上させ

進

る

　ことはできますか

事

？

関係機関と連携し、

業

地域課題の抽出及び対

２

策を検討している。
目

評

的達成状況 内　容

□民

価

間への一部委託 ■民間

　

への全部委託
市関与の

Ｃ

必要性 □指定管理 □補

Ｈ

助金・負担金助成 □市

Ｅ

の直営
内　容

　（実施

Ｃ

手法） 在宅医療サポー

Ｋ

トセンター事業委託、

目

在宅医療介護連携推進

的

員業務委託

効
率
性

統廃

妥

合することはできない

当

。
事務事業の統廃合に

性

より、

事業の効率化を

こ

図り、成果
内　容

を向

の

上させる方法を記入し

事

て下さい。

削減できな

業

い。
現状より事業費・

の

人件費を

削減する方法

必

を記入して下

さい。（

要

仕様の変更、外部 内　

性

容
委託、従事時間の削

は

減等は

できないか？)

薄

公
平
性

適正である。
□

れ

ある ■ 現状で適正
受益

て

者負担はありますか？

得

また、受益者負担割合

ら

は適 ■ ない □ 検討が必

れ

要 内　容
正ですか？

□

て

受益者がいない

３
改
革

い

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

る

在宅医療・介護につい

い

て、市民への 市民への

ま

周知・啓発を行う。
事

せ

業実施上の課題、住 周

ん

知が不十分。
民・議会

か

等からの意見 意　見 対

。

応策
と対応策

医師会と

十

協力して厚生労働省が

分

示し 継続して実施する

な

ため、前年度と同
R3

成

年度の事業計画は前 変

果

　更
た項目を実施する

が

。 様・同規模で実施。

理

年度から変更・追加は

　

前年度 ・
あるか 追　加

由

今後の事業・コスト・

得

成果の方向性 今後の事

ら

業の方向性、改革・改

れ

善案
※今年度からの具

て

体的な事業の進め方、

い

手段の見直し等、各方

ま

向性の内容

　　　　　

す

　　　　■　拡大 国か

か

ら示されている8つの

？

項目を引き続き実施で

得

きる
　　　　　　　　

ら

　□　改善 ように進め

れ

ていく。
　　　　　　

て

　　　□　現状維持 平

い

成30年度から豊田加

な

茂医師会に委託してい

い

る、在宅
　　　　　　

事

　　　□　縮小 医療サ

業

ポートセンター事業に

進

ついても、引き続き継

展

続
　　　　　　　　　

等

□　統合 する。
　　　

に

　　　　　　□　完了

よ

　　　　　　　　　□

る

　廃止・休止
コストの

環

方向性
　　　　　　　

境

　　↑　増加
成果の方

変

向性
　　　　　　　　

化

　→　維持

2

ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 546 在宅医療・介護連携推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

本事業を通じて、関係機関と連携することで医療と介護の調
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

整が円滑になっている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

医療と介護を必要とする者は市民であるた

様

め見直す必要はない。

式

事業進展等による環境

1

変化
□ ある

に伴い、対

-

象を見直す（拡
その理

2

由
大・縮小）必要はあ

事

りませ
■ ない

んか？

地

務

域支援事業実施要綱に



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 547 地域ケア会議推進事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井謙一
この事務事業の開始時期 平成28年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第115条の48

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

地域包括支援センター等が中心となり、高齢者が住み 平成27年4月1日の介護保険法改正により、介護保険法
慣れた自宅や地域で生活を継続できるように専門職や 第115条の48に規定され、平成27年度以降すべての市
関係機関・地域支援者が連携し高齢者を支援するため 町村での設置が明記された。
の会議である。また、地域課題の抽出、資源づくり、
政策形成の機能を有する会議も設置し、地域包括ケア
システム構築を進めるために必要な合意形成の場とし
て開催する。
【ＳＤＧｓの取組：３】

①地域包括ケア推進会議を開催した。
R2

令

年度に実施した具体的

和

な ②地域包括ネット連

 

絡会議（地域包括支援

3

センター定例会、自立

年

支援型さあさえ愛
事業

度

の方法、手順、指標に

（

対す 会議）を開催した

2

。
る成果等 ③みよしさ

年

さえ愛会議を開催した

度

。

事務事業を取り巻く

実

状況は過去と比べ変化

施

しているか (1)活動

分

指標（事務事業の活動

）

量を表す指標）

変化な

事

し 名称 単位
① 地域包括

務

ケア推進会議 回
変 化

事

② 地域包括ネット連絡

業

会議 回
内 容

対象(こ

目

の事業の対象、範囲と

的

なる人、物) (2)対

評

象指標（対象の大きさ

価

を表す指標）

市民 名称

表

単位
① 市民 人
② 高齢者

様

人口 人

目的(この事業

式

によって上記対象をど

1

のような状態にしたい

-

のか) (3)成果指標

1

（目的の達成度を示す

記

指標）

専門職や関係機

入

関、地域支援者が連携

日

し、住み慣れた自宅や

令

地域 名称 単位
で生活を

和

継続できるよう支援を

0

行う。 ① ささえ愛会議

3

実人数 件
②

結果(上位

年

基本事業の意図) (4

1

)結果の成果指標（上

2

位基本事業の成果指標

月

）

多職種メンバーによ

0

る地域包括ケア推進会

7

議を開催する 名称 単位

日

① 地域包括ケア推進会

１

議べ延出席者 人
② ささ

事

え愛会議延べ開催数 回

務

事務事業の各種指標の

事

実績と見込及び目標

H

業

31年度 R2年度 R2

の

年度 R3年度 R4年度

現

R5年度 R6年度
指標

状

 ＼ 年度 単位
実績値

　

計画値 実績値 計画値 目

Ｐ

標値 目標値 目標値
(1

Ｌ

)の ① 回 4 4 3 4 4 4

Ａ

4
活動指標 ② 回 11 1

Ｎ

2 10 12 12 12 1

及

4
(2)の ① 人 61,

び

040 61,570 6

Ｄ

1,236 62,10

Ｏ

0 62,360 62,

事

620 62,880
対

務

象指標 ② 人 11,02

事

1 11,204 11,

業

208 11,387 1

名

1,570 11,75

N

3 11,968
(3)

o

の ① 件 7 9 19 12 2

.

5 30 30
成果指標 ②

5

(4)の結果の ① 人 9

4

9 100 63 100 1

7

00 100 100
成果

地

指標 ② 回 8 9 30 12

域

25 30 30
予算費目

ケ

会計 06 介護保険特

ア

別会計（保険事業勘定

会

） 款 04 項 03 目 01

議

コスト 年度 H31年度

推

R2年度 R2年度 R3

進

年度 R4年度 R5年度

事

R6年度
実績値 計画値

業

実績値 計画値 目標値 目

政

標値 目標値
事業費(決

策

算又は予算額)Ａ 単位

こ

268 329 186 3

の

25 327 327 32

事

7

財
源
内
訳

 国庫支出

務

金 千円 102 126 7

事

1 125 125 125

業

125
 県支出金 千円

施

51 63 35 62 62

策

62 62
 地方債 千円

の

0 0 0 0 0 0 0
 その

位

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

置

 一般財源 千円 115

基

140 80 138 14

本

0 140 140
人件費

事

Ｂ 千円 1,128.8

業

1,274.9 1,6

主

60 1,660 1,6

管

60 1,660 1,6

課

60
正職員従事時間×

名

人数 時間×人 170×

課

2 128× 3 125×

長

4 125× 4 125×

名

4 125× 4 125×

こ

4
正職員以外の人件費

の

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

事

の他の費用Ｃ 千円 10

務

8 146 186 186

事

186 186 186
ト

業

ータルコストA+B+

の

C 千円 1,504.8

開

1,749.9 2,0

始

32 2,171 2,1

時

73 2,173 2,1

期

73
単位あたりコスト

事

① 千円/人 0 0 0 0 0

務

0 0
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

区

/(2)の対象指標）

分

② 千円/人 0.1 0.

法

2 0.2 0.2 0.2

定

0.2 0.2

1

受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

の理由
大・縮小）必要

業

はありませ
■ ない

んか

名

？

介護保険法に基づい

N

ているため見直す必要

o

はない。
事業進展等に

.

よる環境変化 □ ある
に

5

伴い、目的を見直す（

4

目
その理由

的の追加・

7

拡充又は絞込）

必要は

地

ありませんか？ ■ ない

域

有
効
性

地域包括ケアシ

ケ

ステム構築のため各種

ア

会議体の開催数、関与

会

する職種等の増加
今以

議

上に事業の成果を向上

推

を図るための周知を行

進

う。課題抽出機能を強

事

化するため、地域包括

業

ネット連絡
させる方法

２

を記入して下さ
会議に

評

ついては、先進事例を

価

研究し、改革する。
い

　

。 内　容
※(3)の成

Ｃ

果指標を向上させる

　

Ｈ

ことはできますか？

新

Ｅ

型コロナウイルス感染

Ｃ

症により、地域包括ケ

Ｋ

ア推進会議を中止した

目

ことに伴
目的達成状況

的

内　容 い、参加者の減

妥

少はあったものの、個

当

別事例を検討するみよ

性

しささえ愛会議の
開催

こ

数は増加が認められて

の

いることから目的は達

事

成できている。
□民間

業

への一部委託 □民間へ

の

の全部委託
市関与の必

必

要性 □指定管理 □補助

要

金・負担金助成 ■市の

性

直営
内　容

　（実施手

は

法） 地域包括ケア推進

薄

会議を開催

効
率
性

統廃

れ

合することができない

て

。
事務事業の統廃合に

得

より、

事業の効率化を

ら

図り、成果
内　容

を向

れ

上させる方法を記入し

て

て下さい。

削減できな

い

い。
現状より事業費・

る

人件費を

削減する方法

い

を記入して下

さい。（

ま

仕様の変更、外部 内　

せ

容
委託、従事時間の削

ん

減等は

できないか？)

か

公
平
性

適正である。
□

。

ある ■ 現状で適正
受益

十

者負担はありますか？

分

また、受益者負担割合

な

は適 ■ ない □ 検討が必

成

要 内　容
正ですか？

□

果

受益者がいない

３
改
革

が

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

理

個別ケースの検討のた

　

めには、地域 周知啓発

由

を行う。
事業実施上の

得

課題、住 住民を含む関

ら

係者の参加が必要であ

れ

民・議会等からの意見

て

意　見 り、周知を図り

い

ながら多く人に参加 対

ま

応策
と対応策 を促す必

す

要がある。

地域包括ケ

か

ア推進会議、地域包括

？

ネ 継続して実施するた

得

め、前年度と同
R3年

ら

度の事業計画は前 変　

れ

更
ット連絡会議、みよ

て

しささえ愛会議 様・同

い

規模で実施。
年度から

な

変更・追加は 前年度 ・

い

を開催した。
あるか 追

事

　加
 

今後の事業・コ

業

スト・成果の方向性 今

進

後の事業の方向性、改

展

革・改善案
※今年度か

等

らの具体的な事業の進

に

め方、手段の見直し等

よ

、各方向性の内容

　　

る

　　　　　　　□　拡

環

大 介護保険法の改正に

境

より、認知症施策や医

変

療介護連携
　　　　　

化

　　　　□　改善 事業

あ

などが市の必須事業と

る

なり、これらに必要な

に

会議
　　　　　　　　

伴

　■　現状維持 を「地

い

域ケア会議」として一

、

括でできる仕組みを構

対

築
　　　　　　　　　

象

□　縮小 するため、地

を

域包括ケア推進会議を

見

設置した。
　　　　　

直

　　　　□　統合 新型

す

コロナウイルス感染症

（

予防に留意し、地域包

拡

括ケ
　　　　　　　　

そ

　□　完了 ア推進会議

の

をオンライン開催した

理

。
　　　　　　　　　

由

□　廃止・休止
コスト

大

の方向性
　　　　　　

・

　　　→　維持
成果の

縮

方向性
　　　　　　　

小

　　→　維持

2

）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 547 地域ケア会議推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

地域ケア会議は、地域包括ケアシステム構築の礎であり、構
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

築初期においては、開催数、関与する職種等が増加すること
いませんか。十分な成果が 理　由

が望ましい。
得られていますか？ □ 得られていない

市民が

様

住み慣れた地域で生活

式

することができるため

1

の検討を行う事業
事業

-

進展等による環境変化

2

□ ある であり、見直し

事

の必要はない。
に伴い

務

、対象を見直す（拡
そ



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 548 高齢者虐待予防事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 地域福祉

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井謙一
この事務事業の開始時期 平成18年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 高齢者虐待の防止・高齢者の養護者に対する支援等に関する法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

高齢者の虐待による被害の予防と、市民への啓発活動 市民への啓発活動を実施し虐待予防を図るとともに、
を実施する。 地域の関係機関とのネットワークの中で虐待防止を進
【ＳＤＧｓの取組：３】 めている。みよし市高齢者虐待防止対策協議会を設置

し、高齢者の虐待に関する対策について検討していた
。H25年度から障がい者の虐待防止対策協議会と統合
し「みよし市要保護者対策地域協議会」を新たに設置
し、高齢者及び障がい者の虐待に関する対策について
検討していく。

高齢者虐待防止のために、必要

令

な相談、訪問指導、立

和

ち入り検査、措置のた

 

めに必
R2年度に実施

3

した具体的な 要な居住

年

の確保等支援を行った

度

。また、関係機関との

（

連携のため要保護者対

2

策地域
事業の方法、手

年

順、指標に対す 協議会

度

を開催した。
る成果等

実

事務事業を取り巻く状

施

況は過去と比べ変化し

分

ているか (1)活動指

）

標（事務事業の活動量

事

を表す指標）

変化なし

務

名称 単位
① 高齢者虐待

事

の件数 件
変 化

②
内 

業

容

対象(この事業の対

目

象、範囲となる人、物

的

) (2)対象指標（対

評

象の大きさを表す指標

価

）

65歳以上の市民 名

表

称 単位
① 65歳以上の

様

人口 人
②

目的(この事

式

業によって上記対象を

1

どのような状態にした

-

いのか) (3)成果指

1

標（目的の達成度を示

記

す指標）

高齢者虐待を

入

予防する 名称 単位
① 虐

日

待（疑い含む）相談件

令

数 件
②

結果(上位基本

和

事業の意図) (4)結

0

果の成果指標（上位基

3

本事業の成果指標）

安

年

心して住み慣れた地域

1

で生活してもらう 名称

2

単位
① サービスを利用

月

した高齢者人数 人
②

事

0

務事業の各種指標の実

7

績と見込及び目標

H3

日

1年度 R2年度 R2年

１

度 R3年度 R4年度 R

事

5年度 R6年度
指標 

務

＼ 年度 単位
実績値 計

事

画値 実績値 計画値 目標

業

値 目標値 目標値
(1)

の

の ① 件 10 10 15 1

現

0 10 10 10
活動指

状

標 ②
(2)の ① 人 11

　

,021 11,204

Ｐ

11,208 11,3

Ｌ

87 11,570 11

Ａ

,753 11,778

Ｎ

対象指標 ②
(3)の ①

及

件 12 15 18 15 1

び

5 15 15
成果指標 ②

Ｄ

(4)の結果の ① 人 1

Ｏ

0 10 15 10 10 1

事

0 10
成果指標 ②

予算

務

費目 会計 06 介護保

事

険特別会計（保険事業

業

勘定） 款 04 項 03 目

名

01

コスト 年度 H31

N

年度 R2年度 R2年度

o

R3年度 R4年度 R5

.

年度 R6年度
実績値 計

5

画値 実績値 計画値 目標

4

値 目標値 目標値
事業費

8

(決算又は予算額)Ａ

高

単位 2 104 2 104

齢

104 104 104

財

者

源
内
訳

 国庫支出金 千

虐

円 1 40 0 40 40 4

待

0 40
 県支出金 千円

予

0 20 0 20 20 20

防

20
 地方債 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
 その他 千

業

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

政

般財源 千円 1 44 2 4

策

4 44 44 44
人件費

こ

Ｂ 千円 1,673.3

の

1,952.2 2,6

事

56 2,656 2,6

務

56 2,656 2,6

事

56
正職員従事時間×

業

人数 時間×人 252×

施

2 147× 4 200×

策

4 200× 4 200×

の

4 200× 4 200×

位

4
正職員以外の人件費

置

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

基

の他の費用Ｃ 千円 11

本

2 146 186 186

事

186 186 186
ト

業

ータルコストA+B+

主

C 千円 1,787.3

管

2,202.2 2,8

課

44 2,946 2,9

名

46 2,946 2,9

課

46
単位あたりコスト

長

① 千円/人 0.2 0.

名

2 0.3 0.3 0.3

こ

0.3 0.3
（ﾄｰﾀ

の

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

事

象指標）② 千円/ 0 0

務

0 0 0 0 0

1

事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

目的を見直す（目
その

業

理由
的の追加・拡充又

名

は絞込）

必要はありま

N

せんか？ ■ ない

有
効
性

o

地域での見守り支援の

.

ネットワークを充実さ

5

せていく。
今以上に事

4

業の成果を向上

させる

8

方法を記入して下さ

い

高

。 内　容
※(3)の成

齢

果指標を向上させる

　

者

ことはできますか？

個

虐

別虐待事例については

待

、解決は必須である。

予

目的達成状況 内　容

□

防

民間への一部委託 □民

事

間への全部委託
市関与

業

の必要性 □指定管理 □

２

補助金・負担金助成 ■

評

市の直営
内　容

　（実

価

施手法） 要保護者対策

　

地域協議会委員謝礼

効

Ｃ

率
性

統廃合することは

Ｈ

できない。
事務事業の

Ｅ

統廃合により、

事業の

Ｃ

効率化を図り、成果
内

Ｋ

　容
を向上させる方法

目

を記入し

て下さい。

削

的

減できない。
現状より

妥

事業費・人件費を

削減

当

する方法を記入して下

性

さい。（仕様の変更、

こ

外部 内　容
委託、従事

の

時間の削減等は

できな

事

いか？)

公
平
性

適正で

業

ある。
□ ある ■ 現状で

の

適正
受益者負担はあり

必

ますか？

また、受益者

要

負担割合は適 ■ ない □

性

検討が必要 内　容
正で

は

すか？
□ 受益者がいな

薄

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

れ

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

高齢者虐待に

て

対して、市民への認知

得

市民への周知・啓発を

ら

行う。
事業実施上の課

れ

題、住 度が低い。
民・

て

議会等からの意見 意　

い

見 対応策
と対応策

高齢

る

者のために、相談、訪

い

問指導、 継続して実施

ま

するため、前年度と同

せ

R3年度の事業計画は

ん

前 変　更
立ち入り検査

か

等実施した。 様・同規

。

模で実施。
年度から変

十

更・追加は 前年度 ・
あ

分

るか 追　加

今後の事業

な

・コスト・成果の方向

成

性 今後の事業の方向性

果

、改革・改善案
※今年

が

度からの具体的な事業

理

の進め方、手段の見直

　

し等、各方向性の内容

由

　　　　　　　　　□

得

　拡大 高齢者虐待に係

ら

る通報義務等の啓発活

れ

動を継続し、市
　　　

て

　　　　　　□　改善

い

民の理解を高める。ま

ま

た、市民の声が届くよ

す

うに虐待
　　　　　　

か

　　　■　現状維持 (

？

疑い含む)相談を含め

得

た福祉総合相談センタ

ら

ーを充実
　　　　　　

れ

　　　□　縮小 させる

て

。
　　　　　　　　　

い

□　統合
　　　　　　

な

　　　□　完了
　　　

い

　　　　　　□　廃止

事

・休止
コストの方向性

業

　　　　　　　　　→

進

　維持
成果の方向性
　

展

　　　　　　　　→　

等

維持

2

による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 548 高齢者虐待予防事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

高齢者虐待防止法により必要である。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

高齢者の定義が65歳であるため見直す必要はない。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直

様

す（拡
その理由

大・縮

式

小）必要はありませ
■

1

ない
んか？

高齢者虐待

-

防止法に基づいている

2

ため見直す必要はない

事

。
事業進展等による環

務

境変化 □ ある
に伴い、


